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第１　はじめに――本書面における主張の概要

１　国自らが空襲を招いた先行行為の内容

原告らは、先に訴状において、条理上の作為義務の前提をなす先行

行為の内容として、日本政府が無謀な太平洋戦争の開戦に踏み切り、

さらに、戦争終結の時期を遅らせ、それによって、本来ならば避けら

れたはずの空襲を自ら招き寄せたことを指摘した。

　本書面においては、まず「第２　先行行為－その１」として、上記

の点を敷衍して詳論する。

　２　空襲下において軍人・軍属と一般民間人とに実質的差異はないこと

次に、被告国が軍人と民間人とで補償を異にする最大の理由として挙げているのは、訴状でも指摘したように、被告との雇用関係の有無である。

すなわち、軍人軍属は、当時の日本政府の指揮監督下にあり、その自由意思で避難等の措置を取ることが出来ず、その結果として負傷あるいは死亡した場合等には、補償を行うことが合理化されるものと考えられる。

　　　しかし、後述のように、当時の国家総動員体制の下では、民間人と言えども国家的軍事態勢の要員として法的に組み込まれており、罰則をもって防空等の義務が課せられていた。

この点において、民間人といえども、軍人軍属との実質的差異はなかったのである。

それどころか、防災義務を課される一方で、軍人軍属に比して空襲に関する情報はほとんど与えられず、さらに現代からすれば荒唐無稽ともいえる避難方法を押しつけられ、その結果として被害が拡大したのである。

このような観点からすれば、むしろ一般戦災者こそより高度の補償がなされるべきであるとも言える。

　　　この点は、平等原則違反を基礎付けると共に、日本政府そのものの行為により被害を拡大させたという意味で先行行為の内容をも構成するものであるので、以下「第３　先行行為－その２」で詳論する。

　

３　以上を踏まえて、「第４　まとめ」をもって、本書面の総括とする。

第２　先行行為、その１

――避けられたはずの空襲を被告国は自ら招いたこと

１　序説――段階的先行行為

　　　原告らが主張する先行行為は、１９４１（昭和１６）年１２月に当時の日本政府が太平洋戦争の開戦に踏み切ったことに始まり、国民に未曾有の犠牲を強いた挙句、１９４５（昭和２０）年８月にようやく終戦を迎えるまで、幾多の歴史的事実の積み重ねによって段階的に構成されている。　

　　　しかし、その中でも特にターニングポイントとなった３つの時点が最も重要である。

その３つの時点とは、①１９４１（昭和１６年）１２月、日米の国力の差を無視して、無謀な太平洋戦争の開戦に踏み切ったこと、②１９４４（昭和１９）年夏、マリアナ諸島が陥落し、本土空襲の危険が現実化したこと、③東京を始め全国各地で空襲が始まる直前の１９４５（昭和２０）年２月、当時の近衛文麿首相が昭和天皇に戦争終結を上奏したにもかかわらず、結局戦争継続の方針が採られたこと、以上の３点である。

　　　以下、この３つの点を中心に分説する。

　２　無謀な太平洋戦争の開戦

（１）日中戦争
　　ア　序説

太平洋戦争が勃発した最も大きな原因は、言うまでもなく、１９３７（昭和１２）年７月の盧溝橋事件をきっかけに始まった日中戦争である。日中戦争の勃発によって、アメリカ・イギリスとの対立は決定的となったからである。

当時の日本軍は、中国との戦争について「１か月で片がつく」と豪語していたが、国土の面積は日本の約２６倍（中国の面積は９５６万平方キロメートル）、人口は約１０倍、兵員数は約５倍という国との戦争でそう簡単に勝てるものでないことは、合理的に検討すれば明らかであった。

当時の情勢を客観的に見れば、勝算はほとんどないことはより一層明白になる。

すなわち、満州事変の時期に５０万人に達した日本軍の兵力は、日中戦争が始まった１９３７（昭和１２）年には１００万人の大兵力に膨れ上がっていたが（甲Ａ８号証２６８頁）、日本の約２６倍もある中国の国土に対して、この１００万人で占領したとしても、その分布はおよそ１０平方キロメートルに１人の割合にしかならない。これでは、仮に戦闘に勝利しても占領統治などできるはずはなかった。

にもかかわらず、１９３１（昭和６）年９月の満州事変から終戦まで、１５年にわたって日本は中国と戦争状態にあり、日本の侵略行為が国際的な非難を浴びる中で、両国の戦争は膠着状態に陥っていた。

このような状態で、西で中国との戦争を漫然と続け、何の展望も開けないまま東の太平洋で新たにアメリカとの戦争を始めることは、まさに腹背に敵を置く状況となるものであり、客観的・合理的な分析をもってすれば、勝利の公算はなかった。

そして、このような客観的・合理的な分析は、当時も全くなされていなかったのではなく、そのような観点からの懸念は各方面からなされていたにもかかわらず、当時の軍首脳部はこれを無視したのである。

　　　イ　日中戦争の開始と拡大

　　　　　１９３７（昭和１２）年５月、５摂家筆頭の近衛家の当主、近衛文麿公爵が首相となり、第１次近衛内閣が成立した。

　　　　　その約２ヶ月後の７月７日、盧溝橋事件が発生し、日中戦争が始まったが、近衛内閣は当初、不拡大の方針を採っていた。これは、満州事変（１９３１（昭和６）年）の立役者といわれた石原莞爾の基本的立場でもあった。

すなわち、盧溝橋事件から４ヶ月ほど前の同年３月、石原莞爾は少将に任じられ、作戦計画の立案に携わる作戦部長に昇進したが、このとき、自分の後任になった河辺虎四郎が自宅を訪ねて来た際、石原は河辺に対して、早晩西洋諸民族間の大動乱が必ず起きるが、日本は局外にあるべきこと、満州国の発育を助言し、日華満三国の親和関係を強化し、東洋の平和を維持しながら、国家的地位の安泰を得るよう努力することが焦眉の急務であること、中国人の反日感は日本人の反省に基づく自重心の向上と日本の国力の充実ができることにより自然に消えてなくなり、三国間に真の親交と相互尊敬の事実が現れるものと信ずること、軍は深く自重し実力をつける努力をし、在外軍隊もソ連・中国に対して慎重自制し、国際葛藤の動因を誘発するおそれのあるような過ちを犯さないよう、万般の注意が必要であること、などの所信を語っていた（甲Ａ１３号証３６６頁）。

石原は、この自身の考えを盧溝橋事件直後に近衛に伝えていた。すなわち、盧溝橋事件から数日後、石原は風見章・内閣書記局長に電話して、首相の近衛が南京に乗り込んで蒋介石と直接話し合って事態を解決するべきだ、と訴えた。風見は石原の考えを近衛に伝え、近衛も一旦はその方向で動こうとしたが、陸軍を押さえきれそうにないことから、結局石原の提案は実現しなかった（甲Ａ１３号証３７８～３７９頁）

また、同年７月３１日には、石原は宮中に参内して、外交折衝による事態収拾策について、天皇から、同感だとの返事を得た。このときの様子を、高松宮日記（１９３７（昭和１２）年８月２日付）は以下のように記している。すなわち、「石原第１部長がご進講として、対蘇支（ソ連・中国）作戦に関して現在の北支事変（日中戦争）が今以上に進んでも益々不利なることを申し上げたる」と（甲Ａ１３号証３８１頁）。

このように、当時中国内政に精通する第一人者とされるのみならず、満州事変の立役者であり、しかも日中戦争勃発時は、作戦本部長として作戦計画を立てる立場にあった石原が、「国際的な紛争を誘発するような過ぎた行動を犯すな」と言っていたのである。この石原の発言からも、当時の情勢認識を前提としても、日中戦争の開始と拡大は、取ってはならない選択肢であったことが明白となる。

実際、日中戦争が始まる以前においては、軍需産業の重要原料物資の海外依存度はきわめて高かった。例えば、鉄鉱石は５２．３％、重油は８０．１％、ボーキサイトに至っては１００％海外に依存している状態であった（甲Ａ８号証２２０頁）。

近衛内閣も、当初は閣議で不拡大の方針を確認していた。

１９３７（昭和１２）年７月２５日に始まった第７１帝国議会で、首相に就任したばかりの近衛は、日中戦争の勃発は「大いに遺憾」と演説している（甲Ａ１１号証３８９頁）。

ところがその後、近衛内閣はなし崩し的に態度を変えた。派遣部隊の増派を決め、そのための予算も可決し、戦火は見る間に華北一帯に拡大した。同年８月にはいると、上海でも戦闘が起こり、結局日中全面戦争への道を開いてしまった（甲Ａ８号証２０５頁）。

すなわち、同年９月４日に始まった第７２帝国議会では、近衛は「支那（中国）なほ反省せずば長期戦も辞せず」と演説し（甲Ａ１１号証４０９頁）、従前の態度を大きく変えた。しかも、長期戦になることまで想定されている。

同年１２月２６日に始まった第７３帝国議会でも、近衛は「全力を挙げ事変（日中戦争）対処、解決は長期に亘らん」と題する演説をしており、長期戦をすでに想定していたことが繰り返し述べられている（甲Ａ１１号証４１８頁）。

さらに近衛は、１９３８（昭和１３）年１月１６日、「爾後国民政府ヲ対手（相手）トセズ」との声明を出して（甲Ａ１２号証２６３頁）、中国（蒋介石の国民政府）との交渉による解決の道を自ら閉ざしてしまった。こうして、日中戦争は拡大の一途をたどることになった。

盧溝橋事件の直後に北京に転任した森島守人は、満州事変は出先の関東軍が中央の不拡大方針に反して事態を拡大させたのに対し、日中戦争では、逆に中央政府が現地の不拡大方針と局地解決の努力を無視して事態を拡大させた、と指摘している（甲Ａ１３号証３７７頁）。

　　　ウ　戦費の増大と物資の不足

日中戦争の戦線の拡大に伴い、軍事費が増大し、それによって戦時インフレも進行していった。

１９３７（昭和１２）年８月から１１月までの間に、鉛、硝酸，大麦、銅、木炭、アルミなどの価格が２０％以上高騰し、同年９月には臨時軍事予算２０億円が提出され（甲Ａ１２号証２８３～２８５頁）、戦費は通算２５億円に達した。その財源のほとんどは戦時公債と増税で賄われた。日中戦争が起こった１９３７（昭和１２）年の公債発行額は、１５億円に増加した（甲Ａ８号証２２５～２２６頁）。この年度の一般会計は２７億円で、一般会計と臨時会計をあわせた財政支出は前年度の２倍に膨らんだ（甲Ａ８号証２２６頁）。

軍需物資の輸入も増え、同年秋ころからは兵器弾薬も不足するようになった（甲Ａ８号証２０６頁）。盧溝橋事件から約半年後には、弾薬庫はほとんど空の状態となっており、これを生産する十分な能力もなかった。

その後の日中戦争の長期化により、戦費はさらに増大し、１９３７（昭和１２）年末の通常議会では、臨時軍事費として４８億５０００万円が提出された。ちなみにこのとき同時に提出された一般会計は、３５億１４００万円であった。この財源は、主に公債と「支那事変特別税」で賄われた（甲Ａ１２号証２８９頁）。

さらに、日中戦争の長期化による物資の慢性的不足も深刻だった。１９４０年（昭和１５）度の物資動員計画は難航し、既に縮小再生産の兆候が生じていた。そして、太平洋戦争直前には、それまでのストックを使い果たした状態になっていた（甲Ａ８号証２２３頁）。

こうした問題を解決するため、１９３８（昭和１３）年４月１日、国家総動員法が成立し、同年５月５日に施行された。同法は、「労働、物資、資金、企業、施設の動員統制」「労働争議の禁止」「新聞その他出版物の掲載、配布の統制」「国民の職業能力の申告」「技能者の養成」「国民の物資の保有統制」等々をその内容としており、まさしく国民生活すべてを直接に統制し、総力戦に備えようとする法律であり、しかも政府に白紙委任する法律であった（甲Ａ８号証２３２頁、甲Ａ１２号証２９０頁）。

このように、経済の面から見ても、この時点でさらに英米との戦争を始めることには、無理があるとしか言いようのない状況であった。

（２）日本とアメリカの国力の差

ア　日独伊三国同盟の成立

１９３７（昭和１２）年１１月、ソ連の共産主義拡大を懸念した日本、ドイツ、イタリアの３国は、その対抗策として、日独伊防共協定を締結した。これが発展して、３年後の１９４０（昭和１５）年９月、日独伊三国同盟となる。この三国同盟の成立は、日米間の対立を決定的なものにした（甲Ａ８号証２６２頁）。

　　そのため日本は、以後は必要物資をアメリカ・イギリスに依存せず、独自に調達する必要に迫られることになった。

そこで企画院は、１９４０（昭和１５）年６月から、「第三国ヨリノ輸出入ハ一切杜絶ス」という前提の下での応急物資動員計画の作成を始めた。しかし、同年８月に出されたその結論は、重要な物資の民需は５割以下に下げられ、戦争を始めて１年目は消費の圧縮で切り抜けられたとしても、２年目にはほとんどすべての物資の在庫が底をついてしまう、というきわめて悲観的なものであった（甲Ａ８号証２６２頁）。

当時の日本の貿易が大きく対米英圏（アジアにおける米英勢力圏を含む）に依存していたことからすれば、このような結論になるのも無理はなかった。１９３９（昭和１４）年時点での対米英圏の貿易は、日本の貿易総額の４３．９％を占めており、品目の面でも、軍需生産に不可欠である石油、機械、くず鉄、諸工業原料をこれらの地域からの輸入に決定的に依存していたからである（甲Ａ８号証２８４頁）。

しかも、三国同盟が成立する前年の１９３９（昭和１４）年、ヨーロッパでは既に第２次大戦が始まっていた。

このことだけから見ても、枢軸側である独伊の二国とあえて軍事同盟を締結するメリットはさほど大きくはなかったといえる。なぜなら、国家の豊かさないし経済力、国際的な影響力、そして軍事力と、どれをとっても、「持てる国」である英米と、「持たざる国」の日独伊の国力の差は歴然としていたからである。日独伊の三国は、いずれも自国内での石油産出能力はなく、当時は海外の産油国とのつながりもきわめて微弱であった。これに対して、アメリカは自国で石油を産出することができたし、イギリスは中東地域に石油資源を確保していた。十分な石油資源を確保できなければ、戦争の遂行は困難である。

また、その他の資源についても、日本とアメリカの格差は歴然としていた。統計資料によれば、日本の生産高に対するアメリカの生産高の倍率は以下のような状況であった（甲Ａ８号証２８７頁の第１２表。なお、同表では、１９４１年の平均値が「７７．９」となっているが、計算上正しくは「７６．７」であると思われるので、以下ではそのように訂正してある。甲Ａ１２号証４０８～４０９頁も同旨）。

	
	　
	１９３８年
	１９４１年

	
	石炭
	7.2
	9.3

	
	石油
	485.9
	527.9

	
	鉄鉱石
	37.5
	74

	
	銑鉄
	7.3
	11.9

	
	鋼塊
	4.5
	12.1

	
	銅
	5.3
	10.7

	
	亜鉛
	7.5
	11.7

	
	鉛
	31.3
	27.4

	
	ｱﾙﾐﾆｳﾑ
	8.7
	5.6

	
	水銀
	24.8
	-

	
	燐鉱石
	45.2
	-

	
	平均
	60.5
	76.7


　上記の表からは、太平洋戦争が開始される１９４１年の時点での日本とアメリカの国力の差は、７６．７倍にまで達していたことが分かる。

　そして、このような現状認識は、当時ですら首脳部にはあったのである。

このように、太平洋戦争は、はじめから無謀な戦争であることが明白であったし、軍首脳部もそのような現状認識をなしえたのである。。

　　　イ　ＡＢＣＤ包囲陣の完成

　　　　　日中戦争の長期化により、日本は既に戦略物資のほとんどが底をついていた。事態の打開を図ろうとした陸軍では、当時アメリカ、イギリス、オランダの植民地となっていた東南アジアに進出して、戦略物資を確保しようとする考え（いわゆる「南進論」）が唱えられるようになる。石油、ゴム、スズ、鉄などの戦略物資は、日本国内ではほとんど産出しないが、マレー半島やインドネシアでは豊富に産出するためである。

　　　　　この南進論では、当然のことながら、アメリカ、イギリス、オランダとの衝突は必至となる。

　　　　　すなわち、日中戦争を早期に終結しなかったために、戦争継続のための戦略物資の確保の必要の上から南進論が唱えられるようになり、結果としてそれが後の太平洋戦争につながっていったのである。

　　　　　１９４０（昭和１５）年９月３日、日本軍は北部仏印（フランス領インドシナ。今のベトナム）に進駐。これに対してアメリカは、太平洋の平和を乱すとして日本を激しく非難した。

　　　　　この時点では、後に積極的な主戦論を展開して日本を開戦に導くことになる陸軍においても、開戦した場合の悲観的見通しを述べる意見が存在していた。

例えば、陸軍省整備局戦備課が１９４１（昭和１６）年３月２５日に参謀本部へ提出した報告書では、「無益な米英刺激を避け、極力米英ブロックの資源により国力を培養することが肝要である」と述べられていた（甲Ａ８号証２８７頁）。当時の日本の貿易の対米英圏への依存度の高さに鑑みれば、当然の判断といえる。

　　　　　１９４１（昭和１６）年４月１４日、日本はソ連との間で「日ソ中立条約」を締結した。

その後、同年６月２２日、ヨーロッパで独ソ戦が始まった。これにより、ソ連の脅威がなくなったと考えた日本軍は、さらに南部仏印への進駐を計画。これに対する報復措置として、アメリカは同年７月２５日、在米日本資産を凍結する措置をとった。その直後の同年７月２８日、日本軍は南部仏印に進駐を開始した。これを受けてアメリカは、同年８月１日、対日石油輸出完全停止措置を実施。イギリスとオランダもアメリカに同調し、対日資産の凍結等の措置を発表した。

ここに、いわゆるＡＢＣＤ包囲陣、すなわちアメリカ、イギリス、中国、オランダの４カ国による対日経済制裁包囲網が完成した。

　　　　　この対日経済制裁によって、日本経済はアキレス腱を切られたに等しい状態となり、以後は日中戦争の継続すらおぼつかない状態に陥った（甲Ａ８号証２８５頁）。ところが、ここに至って、それまでアメリカとの戦争には消極的だった海軍までが、積極意見に転ずるようになる。

　　　　　すなわち、１９４１（昭和１６）年６月５日、海軍省軍令部の関係課長が立案し、海軍大臣及川古志郎が決済した文書によれば、「遅疑トシテ其ノ機ヲ逸スルトキハ国力漸減シ愈々死中活を求メント決意セシ時ニハ既ニ反発力ヲ失ヒ起タントシテ起チ得ザルニ至ルベシ」とし、「直ニ戦争（対米ヲ含ム）決意ヲ明定シ」「強気ヲ以テ諸般ノ対策ニ臨ムヲ要ス」とされた（甲Ａ８号証２８７頁）。

海軍大臣の名で発表されたこの文書には、アメリカとの戦争を始めることには相当無理があることを、当時の海軍が十分に認識していたことが伺えるが、それでも「直ちに戦争の決意をすべし」という短絡的な結論になっており、当時は陸軍だけでなく海軍も、根拠のない精神論に陥っていたことが看取される。
（３）無謀な開戦

ア　日米交渉の決裂と開戦

　　アメリカとの戦争はできるだけ避けたい、と考えていた近衛首相（第３次近衛内閣）は、ルーズベルト大統領との日米首脳会談を提案し、その準備に入った。しかしアメリカ側は、交渉条件として、日本軍の中国及び仏印からの即時撤兵という条件を提示したため、陸相の東条英機が激しくこれに反発。結局、軍部を抑え切れなかった近衛は、１９４１（昭和１６）年１０月１６日に総辞職した。

　　近衛の後を受けて首相となったのは、現役陸軍大将の東条であった。東条が、首相だけでなく内相と陸相も兼任するという異例の内閣であった（甲Ａ８号証２８９頁）。

アメリカは、強硬派の東条が首相となったことを見て、日本は戦争を決意したと捉えた。

　　同年１１月５日、「帝国国策遂行要領」が御前会議で決定された。ここで、１１月３０日を期限として対米交渉を続けるが、交渉が成立しなければ、１２月初頭を目途に武力発動することが確認された（甲Ａ８号証２８９頁）。

この席上、鈴木貞一・企画院総裁（企画院とは、当時の日本政府が、経済統制を効果的に遂行するための組織として１９３７（昭和１２）年８月に設置した機関である）は、「対英米戦の場合は、長期戦の性格を有するため、戦争の遂行に必要な国力の維持はなかなか容易なことではない。しかし座して相手の圧迫を待つことに比べれば、国力の保持上有利であると確信する」と発言している（甲Ａ８号証２８９頁）。この鈴木の発言も、当時の日本の国力上新たな戦争を始めることは無理であることを十分認識しながら、「座して相手の圧迫を待つことに比べれば・・・」と、根拠のない精神論に陥っていることを如実に示している。

　　同年１１月２６日、アメリカから新たな提案がなされた。これが、ハル国務長官の名を付した、いわゆる「ハル・ノート」と呼ばれるものである。その内容は、以下のとおりであり、日中戦争と日独伊三国同盟の２つがアメリカにとって重要な問題であったことが分かる。

1 日本軍の兵力及び警察力を中国（ただし満州を除く）と仏印から撤退すること。

2 重慶政府（中国国民党政府）以外の支援をやめること。

3 中国における治外法権を放棄すること。

4 アメリカ、中国、イギリス、オランダ、タイ、ソ連との間に多角的不可侵条約を結ぶこと。

5 在日アメリカ資産の凍結を解除すること。

6 日独伊三国同盟は、太平洋全域については適用されない、と声明すること。

このハル・ノートの提示によって、日米交渉は完全に決裂した。

同年１２月１日、御前会議において、対アメリカ、イギリス、

オランダとの開戦が決定された。これを受けて、同年１２月８日、日本軍はマレー半島に上陸。同時に、連合艦隊がハワイ真珠湾を奇襲攻撃し、その直後、アメリカ、イギリス、オランダ３カ国に宣戦布告がなされた。ここに、太平洋戦争が始まった。

　太平洋戦争の開戦直後の１９４１（昭和１６）年１２月１６日に始まった第７８帝国議会で、首相の東条は、次のような演説を行っている。

曰く、「敵は領土の広大、資源の豊富を誇り、之を以って世界制覇の野望を逞しうせんとする米英両国であります。…（中略）…随いまして長期戦は固より覚悟の前であります」と（甲Ａ１１号証４８４頁）。つまり、東条自身、短期間に決着をつけることははじめから想定していなかったのである。

　この年の国家財政は、一般会計支出が約８１億円、うち軍事費が約３０億円となっており（甲Ａ１０号証３７１頁）、さらに、これとは別に臨時軍事支出が約９５億円にまで達していた（同３８８頁）。

イ　当時の政府・軍関係者の見通し

　　　　　日米交渉が決裂に至る直前、日本政府及び軍の関係者の間では、アメリカとの戦争を始めた場合の見通しについて、様々な発言がなされていた。

　　　　　例えば、鈴木貞一・企画院総裁の御前会議（９月６日）での発言は、以下のようなものであった。曰く、アメリカ・イギリスとの経済断交によって、「帝国の国力は日一日と其の弾発力を弱化して参ることとなる」、武力行使した場合は、「我が国の生産力は一時総じて現生産力の半ば程度に低下することが予想される」と（甲Ａ８号証２８８頁）。

　　　　　このような発言は、当時の政府及び軍の関係者がアメリカとの戦争は無謀きわまりないものであることを明確に認識していたことを示している。

　　　ウ　戦局の転換

日本軍が攻勢だったのは、開戦から僅か半年程度であった。開戦当初の１９４２（昭和１７）年２月１５日にはシンガポールを陥落させ、同年３月８日にはビルマ（現ミャンマー）のラングーンを占領、その翌日の９日にはジャワ（インドネシア）のオランダ駐留軍が降伏、同年５月７日にはフィリピンのコレヒドール島にいた米軍の駐留軍が降伏した。

しかし、同年６月５日のミッドウェー海戦で日本軍は惨敗、連合艦隊は主力空母４隻を失い、以後の制海権争奪戦に決定的なダメージを受けた（甲Ａ７号証８０頁）。

米軍は、このミッドウェー海戦での勝利によって、一気に攻勢に転じることとし、同年８月７日、ガダルカナル島への上陸作戦が開始された（同８２頁）。

こうして、米軍の本格部隊（これは、フィリピンで降伏した駐留軍とは異なる本格部隊である）がガダルカナル島に上陸し、米軍の本格的な大攻勢が始まった。ガダルカナルの戦いは１９４３（昭和１８）年２月まで続いたが、結局日本軍の大敗北に終わり、日本軍はガダルカナル島から完全撤退した。

ガダルカナル島の戦いでは、もともと食糧や弾薬の補給が続くがどうかが危ぶまれており、そのため当初は「研究作戦」であったが、それがいつの間にか本物の作戦となった（同６７頁）、このような計画であったから、作戦自体が物資補給をほとんど考えないまま立てられており、兵士たちが携行した１週間分の食糧はすぐに底をついた（同７０頁、７２頁）。

甲Ａ７号証の７２頁、及び同７９頁の写真には、肋骨など全身の骨が浮き出てやせ細った状態で絶命した日本軍兵士の姿が写っている。

しかも、制空権を握った米軍に次々と補給船を沈められ、ガダルカナル島に上陸した部隊は食糧不足に陥り、栄養失調となり餓死者が続出した。

結局、ガダルカナル島の日本軍は、上陸兵力約３万１４００名中、戦死戦病死者数２万１０００名（このうち戦闘で死亡した者は５０００～６０００名で、その他は餓死か栄養失調に伴う病死とされている。同７７頁）を出した末に、１９４３（昭和１８）年２月に撤退した。

　　　エ　資源の枯渇と海上輸送の杜絶

　　　　　ミッドウェー海戦とガダルカナル島の戦いでの敗北は、単に戦局の転換をもたらしただけでなく、経済的にも大きな転換点となった。

　　　　　すなわち、太平洋戦争の開戦前から、物資動員の担当者の間では、たとえ南方の資源を確保できたとしても、船腹が確保できなければ、南方の資源を本土で利用し戦力化することはできないことがつとに指摘されていた（甲Ａ８号証２９２頁）。

　　　　　ところが、ミッドウェー海戦やガダルカナル島の戦いでの敗北により、米軍の攻撃による船舶の沈没が激増し、他方で新たな造船も思いように進まず、船腹問題が顕在化した。船舶の大量喪失は、日本の物的国力に致命的な打撃を与えたのである（同２９２～２９３頁、同３００頁、同３３０～３３２頁）。

　　　　　具体的には、１９４３（昭和１８）年秋からの沈没船は月平均２０万総トンとなり、それまでの倍の規模となった。他方で、新たな造船のペースは鈍く、沈没船数が新造船数の３倍のペースで推移していった（同３３１頁）。

日本軍がガダルカナル島を撤退した直後の１９４３（昭和１

８）年３月２６日、「昭和１９年度物資動員計画運営ニ関スル件」が大本営政府連絡会議で承認された際、軍需省当局は、「既ニ事変以来約７年、大東亜戦争以後ノ苛烈ナル戦局ヲ２年以上モ支ヘテ参リマシタ我国経済力ハ潜在的余力ヲ殆ンド喪失シテ居リマス」と説明するほかない状態であった（同３４１頁）

こうして、ミッドウェー海戦とガダルカナル島の戦いで敗北して以後、戦局は完全に転換し、日米が攻守を入れ替えただけでなく、資源確保が困難な状況下での持久戦・消耗戦となり、国力において米国に大きく劣後していた日本が有利に立つことは一度もないまま、１９４５年３月以降の全国各地の空襲に向かって突き進んでいくことになった。

ちなみに、開戦からわずか１８日後の１９４１（昭和１６）年１２月２６日に始まった第７９帝国議会において、首相の東条は、「米英両国は永年に亘り世界制覇の基礎を固め、世界最大の富強を誇るものであります。緒戦の大敗に拘らず必ずや執拗に我に抗し、頽勢の挽回を図り来るべきは想像に難くないのであります。故に今後各種の困難なる事象が発生して参りますることも、或は又此の戦争が長期戦となりますることも当然覚悟せねばならないのであります」と演説している（甲Ａ１１号証４９２頁）。

まるで、東条自身がその後に戦局が悪化していく経過をあらかじめ知っていたかのような演説であり、この東条の演説からも、当時の政府や軍の関係者が初めから太平洋戦争の開戦が無謀であって、国民に多大の犠牲を強いることになることを十分認識していたことが看取される。

　３　マリアナ諸島の陥落による本土空襲の危険の現実化

　（１）序説――マリアナ諸島陥落の意味

ヨーロッパでは、１９４３（昭和１８）年９月にイタリアが無条件降伏し、日本を含む枢軸国の形勢不利は誰の目にも明らかとなっていった。

その後、太平洋地域では、１９４４（昭和１９）年６月のマリアナ沖海戦で日本軍が敗北し、同年７月にサイパン島が陥落、続いてテニアン島が同年８月に陥落し、それまで日本軍の拠点のひとつであったマリアナ諸島が完全に米軍の手に落ちた。

この２つの島は、東京から約２，０００キロの距離にあるが、マリアナ諸島が米軍の手に落ちた時点で、米軍は既に、最新鋭の高性能爆撃機であるＢ２９スーパーフォートレスを完成させていた。この最新鋭機は、その性能の高さから「超空の要塞」との名称を持ち、最大積載量である９トン爆弾を搭載しているときでさえ、２，８８０キロもの継続航空が可能であり、マリアナ諸島の陥落は、日本本土が完全に米軍の空襲攻撃の射程範囲に入ったことを意味していた（甲Ａ６号証２５頁）。

　（２）Ｂ２９スーパーフォートレスの完成

１９４０（昭和１５）年５月１６日、ルーズベルト大統領は、年間５万機の航空機生産を求める教書を議会に送ったが、この数字は、従来のレベルをはるかに超えた途方もない数字だった。なぜなら、アメリカが過去３５年間に作った軍用機は４万機足らずに過ぎなかったからである（甲Ａ６号証６頁）。

これを受けて、アメリカ陸軍航空団総司令官のアーノルド中将は、同年９月６日、ボーイング社との間で、新しい大型爆撃機ＸＢ２９の開発契約を締結した。その後、１９４３（昭和１８）年６月、当初のＸＢ２９のモデルを変更したＢ２９の完成機をアーノルド中将の航空隊が正式に受け取った（同７頁）。

この１９４３（昭和１８）年６月という時期は、ガダルカナル島の戦闘で日本軍が大敗し、戦局が大きく転換した時期に当たる。このころから、太平洋の制海権と制空権を米軍が握るようになっていったが、この時期にＢ２９が完成したことは、きわめて重要な意味を持っていた。なぜなら、この最新鋭の爆撃機Ｂ２９は、最長航続距離が９０００キロを越えており、従来の爆撃機Ｂ１７フライングフォートレス（空の要塞）のおよそ３倍もの航続距離を誇っていたからである（同７頁）。

このＢ２９は、「スーパーフォートレス（Superfortress＝超空の要塞）」と名づけられた。その名のとおり、あらゆる性能面で当時の他のすべての爆撃機を凌いでおり、その航空距離の長さから、ドイツ戦には用いられることはなく、もっぱら日本との戦争に投入された。

Ｂ２９スーパーフォートレスの概要をまとめると以下のとおりである（同７頁）。

・全幅　　　　　　４３．０７ｍ

　　　・全長　　　　　　３０．１９５ｍ

　　　・自重　　　　　　３１．６トン

　　　・全備重量　　　　４７．５トン

　　　・最高時速　　　６００ｋｍ（高度７，６００ｍ）

　　　・巡航速度　　　４１０ｋｍ／ｈ

　　　・航続距離　９，３５０ｋｍ

　　　・爆弾搭載量　　最大９．０トン

　　　・乗員　　　　　　１１名

　　　　このＢ２９スーパーフォートレスが、当時いかに巨大であったかが、次の表を見ると分かる。表の上段は、太平洋戦争当時日本が製造していた軍用機の一覧であり、表の下段はアメリカのそれである（三野正洋著「これならわかる・太平洋戦争」ＰＨＰ研究所刊、５９頁のまとめによる）。

　　　　【日本軍の主な軍用機の自重及び生産機数】

	
	名称
	種別
	自重(ﾄﾝ)
	生産機数

	
	空技廠彗星
	艦爆
	2.65
	2,320 

	
	中島天山
	艦攻
	3.1
	1,270 

	
	三菱９７式
	双発爆撃機
	4.7
	1,800 

	
	中島１００式
	双発爆撃機
	7.83
	760 

	
	川崎９９式
	双発爆撃機
	4.3
	2,000 

	
	三菱１式
	双発爆撃機
	6.95
	2,480 

	
	空技廠銀河
	双発爆撃機
	6.7
	1,010 

	
	三菱飛竜
	双発爆撃機
	8.9
	700 

	
	双発輸送機（海軍）
	双発輸送機
	8.25
	580 

	
	双発輸送機（陸軍）
	双発輸送機
	8.73
	500 

	
	合計
	　
	　
	13,420 


　　　　【米軍の主な軍用機の自重及び生産機数】

	
	名称
	種別
	自重(ﾄﾝ)
	生産機数

	
	ｶｰﾁｽSB-2Cﾍﾙﾀﾞｲﾊﾞｰ
	艦爆
	4.72
	5,110 

	
	ﾀﾞｸﾞﾗｽSBDﾄﾞｰﾝﾄﾚｽ
	艦爆
	2.97
	5,940 

	
	ｸﾞﾗﾏﾝTBFｱﾍﾞﾝｼﾞｬｰ
	艦攻
	4.92
	5,170 

	
	ﾎﾞｰｲﾝｸﾞB17ﾌﾗｲﾝｸﾞﾌｫ-ﾄﾚｽ
	四発爆撃機
	16.4
	12,670 

	
	ｺﾝｿﾘﾃﾞｰﾃｯﾄﾞB24ﾘﾍﾞﾚｰﾀｰ
	四発爆撃機
	16.6
	18,180 

	
	ﾎﾞｰｲﾝｸﾞB29ｽｰﾊﾟｰﾌｫ-ﾄﾚｽ
	四発爆撃機
	32.4
	3,970 

	
	ﾉｰｽｱﾒﾘｶﾝB25ﾐｯﾁｪﾙ
	双発爆撃機
	8.84
	9,630 

	
	ﾏｰﾁﾝB26ﾏﾛｰﾀﾞｰ
	双発爆撃機
	10.9
	3,470 

	
	ﾀﾞｸﾞﾗｽA20ﾊﾎﾞｯｸ
	双発爆撃機
	7.65
	7,100 

	
	ﾀﾞｸﾞﾗｽA26ｲﾝﾍﾞｰﾀﾞｰ
	双発爆撃機
	10.2
	2,570 

	
	ｶｰﾁｽC46ｺﾏﾝﾄﾞ
	双発輸送機
	14.7
	2,970 

	
	ﾀﾞｸﾞﾗｽC47ｽｶｲﾄﾚｲﾝ
	双発輸送機
	8.27
	11,480 

	
	合計
	　
	　
	88,260 


日本軍の軍用機はせいぜい双発機で、重量も９トンに満たないの

に対して、米軍の軍用機には四発機が含まれ、いずれも１０トン以上の重量であるが、中でも、Ｂ２９スーパーフォートレスの重量は約３２トンと桁はずれの大きさである。

　このＢ２９こそが、後に日本全土を空襲の恐怖に叩き込んだ張本人であった。

（３）Ｍ６９焼夷弾の開発

米軍は、最新鋭の大型爆撃機の開発を進める一方で、新型焼夷弾

の開発も同時に進めていた。その結果完成したのが、Ｍ６９焼夷弾である。このＭ６９が、後に東京を始め日本の全国各地を焼き尽くすことになる焼夷弾であった。

　Ｍ６９の中身は、ナパーム、すなわちゼリー状の油脂ガソリンで（甲Ａ６号証１４頁）、従来の焼夷弾に比べ、着火力と燃焼力が格段にアップしていた。

　Ｍ６９焼夷弾は、甲Ａ６号証１４頁の図のような構造になっており、投下されると、集束していた帯が解かれ、ばらばらになって地上に降り注ぐ。このとき、尾翼の役目をするリボンにも着火するため、落下時には火の雨が降るように見えるのである。

　Ｍ６９の試爆結果を踏まえて米軍が作成した「情報部焼夷弾レポート」によれば、「東京では工場、倉庫、住宅の９０パーセント以上が可燃性が極めて高い木造建築であり、他の都市においても同様な状況である。これはＭ６９にとって屋根に容易に貫通できることからも非常に有利といえる。さらに東京をはじめ大阪、名古屋、神戸などでは住宅密集地に隣接して大小工場が多く存在する。このようないわば混在地域では焼夷弾による延焼率が高く、空爆目標に最適である」とされていた（同１５頁）。

　このように、新たに開発されたＭ６９焼夷弾は、正しく日本全土を焦土とするために開発された、きわめて残虐な兵器であった。

　

（４）「絶対国防圏」の崩壊

１９４３（昭和１８）年９月２５日、日本の陸海軍が合意して、「今後採ルヘキ戦争指導ノ大綱」を策定した。これが一般に「絶対国防圏」と称されている作戦方針であるが、そこでは「帝国戦争遂行上太平洋及印度方面に於て絶対確保すべき要域を千島、小笠原、内南洋（中西部）及ニューギニア、スンダ、ビルマを含む圏域とす」とされている（甲Ａ７号証８３頁）。この新しい作戦計画は、同年９月３０日の御前会議で正式に決定された。

しかし、この「絶対国防圏」の構想は、現場の司令官の目には無謀な計画としか映らなかった。

例えば、第２６航空戦隊司令官意見は、「積極的に作戦してもすぐ兵力が無くなる。消極的にやってもいずれは無くなる。結局補給を続けて呉れなければ自滅の外なし。損耗補充戦、補充の早いほうが勝つ」というものであった（同８４頁）。また、大本営海軍部第一部長に同行していた源田実参謀は、「南東方面航空戦力。実働３分の１、病人多く最近は４５～５０％の罹患率、過労に起因す。中尉級優秀の士官は前線に出て殆ど全部戦死す。搭乗員の交代を必要とす」と報告している（同８４頁）。

このように、国力の消耗に加え、制海権も奪われつつあった日本軍が十分な補給をなしうるはずがなく、「絶対国防圏」が早晩崩壊することは明白であった。

１９４４（昭和１９）年２月２３日、米軍は、絶対国防圏の内懐ともいうべきマリアナ諸島に初の大空襲を敢行した。

続いて同年６月１５日、米軍はマリアナ諸島の一角であるサイパン島に上陸し、一般住民を巻き込んだ悲惨な戦闘が始まった。一般住民の中には、本土引揚げに間に合わなかった２万名前後の日本人と、約４０００名の現地住民がいた。その他、４万３６８２名の日本軍将兵がいた（同８６頁）。甲Ａ７号証の８７頁には、犠牲になった住民の写真が掲載されている。

米軍が上陸して９日後の６月２４日、大本営はサイパン島の放棄を決定。６万余の日本人は見捨てられた格好となった（同８７頁）。しかし、見捨てられたことを知る由もない現地では、米軍によって日本人が次第に島の北部に追い詰められ、同年７月７日、日本軍の最後の総攻撃（いわゆるバンザイ突撃）が行われ、サイパン島の日本軍は壊滅した。

島のはずれのマッピ岬に取り残された日本人住民たちは、次々と崖から飛び降りて自殺した。その数は、８０００とも、１万２０００とも言われているが、このときマッピ岬付近の海岸は日本人の死体で埋め尽くされた。この崖は現在、「バンザイクリフ」と呼ばれている（同８８頁）。

こうして、日本軍の「絶対国防圏」は崩壊し、同年７月１４日、東条内閣はその責任を取って総辞職した。

サイパン島を占領した米軍は、同年７月２１日にはグアム島へ上陸し、同月２４日にはさらにテニアン島へ上陸、いずれも短期間で占領した。

このころ、１９４４（昭和１９）年８月１１日の「最高戦争指導会議」において、藤原銀次郎軍需相は、以下のような説明をしていた。曰く、「国民生活を中心とする民需部門の犠牲により、漸増せる軍需を充足し来たれるも、既に現状において主要食糧は一応確保しうるも、爾余の諸産業は全面的に操業を短縮もしくは中止せられあるの実情にして、徹底的に重点を形成せる軍需産業においても、１９年度初頭を頂点として爾余は低下の傾向にあるを否定しえず。また現状程度の国民生活を維持することも逐次困難となる趨勢にあり、すなわち戦争第４年たる１９年度末には国力の弾撥性は概ね喪失するものと認められる」と（甲Ａ８号証３４２～３４３頁）。

すなわち、マリアナ諸島陥落によって、日本本土が米軍の空襲攻撃圏内に入っただけでなく、太平洋上の制海権と制空権を失い、そのため南方からの物資の補給も絶望的となったのである。

元々太平洋戦争に突入した直接の契機は、ＡＢＣＤ包囲陣による経済制裁の影響を免れるため、南方の豊富な資源を求めようとしたことにあった。

しかし、この時点において、当初の戦争の目的は果たされ得ないことがはっきりしたのであり、日本の敗戦は事実上決定的となった。

そして、先に引用した藤原の説明からも看取されるように、そのことを政府及び軍は当時把握していたのである。

その後、１９４４（昭和１９）年１２月、米軍は日本軍から奪取したマリアナ諸島に空軍の大航空基地を完成させた。日本本土はマリアナ諸島から２，０００～２，５００キロの距離にあるから、この時点で、米軍による日本本土空襲の準備が完全に整ったことになる。

（５）東条内閣の退陣

マリアナ諸島の陥落によって、本土空襲が必至となることは、当時の日本の軍部や政府首脳も十分に認識していた。東条内閣は、マリアナ諸島陥落の責任をとって、１９４４（昭和１９）年７月２０日、総辞職した。

このときの政府発表では、東条内閣総辞職の理由は次のように説明されている。すなわち、「大戦勃発以来政府は大本営と緊密一偕の下、戦争遂行上あらゆる努力を重ね来りしが、現下非常の決戦期に際し、愈々人心を新たにし強力に戦争遂行に邁進するの要急なるを痛感し、広く人材を求めて内閣を強化せんことを期し、百方手段を尽くし之が実現に努めたるも、遂に其の目的を達成するに至らず、茲に於て政府は内閣の総辞職を行うを適当なりと認む」ということであり（甲Ａ１１号証５５４頁）、戦局の著しい悪化に対し、開戦主張の中心人物であった東条自身が、打つ手がないことを認め、その責任を放棄する総辞職であったことが分かる。

東条の後を受けて首相となった陸軍大将小磯国昭は、蒋介石の重慶政府に停戦交渉の開始を打診したり、スイス経由でアメリカの情報機関と接触を図るなどして休戦の可能性を探ったが、いずれも日本政府としての正式な外交方針ではなく、小磯による個人的な関係者への打診というレベルにとどまっており、結局何らの成果も上げることはできなかった。

この後、最高戦争指導会議がソ連を仲介者として米英との交渉を始めようとしたが、ドイツと死闘を繰り広げていたソ連が本気で仲介の任に当たるはずはなかった。また、日本政府としても、様々な権益確保を前提とする無謀な条件を前提としていたことから、到底現実的な休戦交渉がなされることはなかった。

こうして、無為無益（否むしろ有害）な戦争はさらに続けられ、その結果、１９４４（昭和１９）年１０月には、沖縄の那覇で初の本格的な大規模空襲が行われ、甚大な被害が発生した。

この時点で休戦が実現していれば、この那覇空襲だけでなく、大阪空襲を含む後の本土空襲も避けられたはずであった。

こうして、米軍は日本本土空襲の準備を着々と整え、本土空襲の危険性はいよいよ現実化することとなった。

４　戦争終結の最後の機会とその喪失－近衛文麿・元首相の上奏文
１９４５（昭和２０）年３月以降の全国各地の空襲、沖縄戦、原子爆

弾投下、ソ連の参戦といった未曾有の被害を避けうる最後のチャンスとなったのが、近衛文麿・元首相の上奏文であった。

１９４５（昭和２０）年１月６日、昭和天皇は、悪化する一方のフィ

リピンの戦況を踏まえて、内大臣木戸幸一に対し、「比島の戦況は愈々重大となるが、其の結果如何によりては重臣等の意向を聴く要もあらんと思ふが如何」（甲Ａ９号証４４頁）と述べて、重臣（首相経験者）らとの会合を希望した。

同月１３日、天皇は再び木戸に重臣拝謁の件を下問した。同年２月１日、木戸は天皇に拝謁し、重臣を個別に拝謁させて現下の難局に対する所信を上奏させると伝えた。

重臣らによる個別拝謁と上奏は、２月７日平沼騏一郎、９日広田弘毅、１４日近衛文麿、１９日若槻礼次郎、２３日岡田啓介、２６日東条英機の順で行われた。

これら重臣らのほとんどは、何ら具体的な根拠も挙げないまま「戦争指導の強化」を述べ、「戦果を挙げること」が必要との意見を述べた。また、東条は「只今深刻ニ太平洋上ニ起リツツアル進展ニ対シテハ、全体的ニ観察シテ成功不成功相半スト見ル…敵ノ我本土空襲モ近代戦ノ観点ヨリスレハ序ノ口ナリ。…蘇聯（ソ連）ヨリ中立条約廃棄ノ通牒ヲヨコスコトモアリ得ベシ。斯クナリテモ我ハ正義ノ上ニ立ツ戦ナリト皇国不滅ノ精神ニ立ツナラバ、悲観ニ及バズ」と強気の意見を上奏した。

これに対し、近衛は特に「上奏文」をしたため、日本の敗戦が必至で

あること、戦争推進派を一掃して速やかに戦争終結の方法を考えるべきことを天皇に報告した（外務省編「日本外交年表竝主要文書」下）。

すなわち、近衛の上奏文は、まず、「敗戦ハ遺憾ナカラ最早必至ナリト存候」と結論を述べる。そして、世界の現状を分析した後、「一日モ速ニ戦争終結ヲ講スヘキモノナリト確信仕リ候」とする。そしてさらに続けて、ここまで戦争を継続してきた原因について、「戦争終結ニ対スル最大ノ障害ハ、満州事変以来今日ノ事態ニマテ時局ヲ推進シ来タリシ軍部内ノカノ一味ノ存在ナリト存候」とも指摘している。

しかし天皇は、近衛の意見には同調しなかった。「台湾に敵を誘導で

きれば、ここで敵に大きなダメージを与えることができる」という軍部の意見に影響され、天皇自身、「もう少し戦果を挙げてからでないと戦争終結は難しいと思う」と述べて、結局近衛の上奏文を受け入れず、再び休戦の可能性は閉ざされてしまった。

首相経験者である近衛が、「一日も早く戦争を終結すべきだ」と明言

した意味は大きい。もしこの時点で休戦が実現していれば、その後に展開されることになる全国各地での度重なる執拗な空襲、沖縄戦、原爆投下、ソ連参戦などの悲劇は、すべて回避されたはずだったからである。

そして、仮に当時の政府の主導者が、国民の生命・財産を守る、という見地に立っていれば、この意見に従い、戦争を終結することは可能であった。

しかし、主導者は、国民の生命・財産よりも、天皇制という「国体護持」を優先させ、これを条件として戦争を終結するためには「もう少し戦果をあげるべき」という根拠のない方針を採用したのである。

すなわち、近衛の上奏文が受け入れられなかった１９４５（昭和２０）

年２月の時点で、その後に起こることになる数々の悲劇を避ける最後のチャンスは、完全に失われたのである。

第３　先行行為、その２

――一般国民は空襲から逃げることが許されなかったこと

１　はじめに――国民は、空襲から逃げることを禁止された
　前述のように、第二次世界大戦の敗戦が濃厚となり連日の空襲が予想される事態になった以降も、被告国は戦争を終結させなかった。

それどころか、国民に対して「空襲からの退去方法」や「生命の守り方」を周知させず、空襲の危険性や焼夷弾の破壊力についての正しい知識を与えず、強度の防空義務・消火義務を課した。国民は空襲から逃げることを罰則をもって禁止されたのである。このことが、原告らの空襲被害を拡大・深刻化させる重要な要因となった。
　　この事実は、原告の請求との関係では、２つの意味から位置付けられる。
（１）先行行為論との関係
　　被告国は、空襲により重大な被害が生じる蓋然性を十分に認識しながら、国民に対して誤った対処方法を強いることにより、より被害を拡大させた。

このことは、被告国に対し、戦後にその被害の補償政策を遂行する法的義務を生じさせる前提としての先行行為の重要な一部をなすものである。
（２）平等原則との関係
　原告ら民間人が課せられた防空義務の内容は、後述のように、単に精神的な協力や伝達・監視などの間接的行動だけでなく、猛火が襲う被災都市の最前線から逃げずに危険な消火活動を行うというものであった。

身体と生命に重大な危険を及ぼす命がけの行為という点で、軍人や軍属の業務にも比類するものである。

特に，空襲に関する十分な情報を得て、自らは危険を回避する方途を採り得た軍上層部に対し、原告ら民間人は、後述のように、危険に関する情報を何ら与えられないどころか、焼夷弾などについては，その危険性をあえて歪曲して伝えられたのである。
にもかかわらず、軍人・軍属が恩給などの補償を受けながら、民間の空襲被災者には補償が一切なされていないというのは、余りに不合理かつ不均衡であり、平等原則（憲法１４条）に違反している。
　　上記の観点から、国民に危険な防空義務を課すことになった政府方針を確認したうえで、その根拠法令や、政府の姿勢を示す国会答弁などを順次示すこととする。
２　防空義務の根拠となる思想－「軍官民共生共死の一体化」

　　１９４３（昭和１８）年１０月２６日に始まった第８３回帝国議会で、東条は、「一億悉く戦闘配置、完勝に総力集中」と題する演説をしており、その中で、「一億国民悉くが真に一切の惰性を放擲して、一切の行掛りを擲って、渾身の力を傾倒してこそ、始めて果し得るものであります」と述べている（甲Ａ１１号証５３６頁）。

　　このように、東条内閣は、軍人だけでなくすべての国民が一体となってこの戦争を戦い抜かねばならないという、「軍官民共生共死の一体化」の思想を打ち出した。

この独特の思想の最大の特徴は、「共生」のみならず「共死」までもが明確に想定されており、戦争遂行のためには、一般国民の生命の安全すら全く考慮されていないところにある。

すなわち、当時の日本においては、「軍」と「民」の区別はないものとされたのである。

　　同じ第８３回帝国議会では、「内地モ亦戦場ナリ」として、「決戦都市ヲ完備セシムル積極的防空精神ヲ喚起スル」という要望が出されていた（甲Ａ１２号証４２３頁）。

　　この「軍官民共生共死の一体化」の思想は、多くの一般住民を犠牲にした沖縄戦（１９４５（昭和２０）年３月下旬に始まり、同年６月２３日、日本軍の組織的戦闘が終了したとされる）の後も、そしてまた、全国各地の空襲が本格化した後も、ずっと維持されていた。

　　すなわち、１９４５（昭和２０）年６月９日に始まった第８７回帝国議会で、首相の鈴木貫太郎（海軍大将）は、「本土決戦、断じて戦い抜け」と題する演説を行っているが、その中で、「銃後一億国民の努力は、実に並々ならぬものがありますが、此の国を挙げての努力に拘らず、戦局は漸次急迫し、遂に本土の一角たる沖縄に敵の侵寇を見るに至りました。而して沖縄に於ては陸海軍一体の勇戦と、之に協力する官民の敢闘により、敵に多大の損害を与えて居るのであります」と述べて（甲Ａ１１号証５７０頁）、沖縄戦で多くの住民が戦闘に巻き込まれて犠牲になったことを「官民の敢闘」と賞賛した。

さらに鈴木は、同じ日の演説で、「近時敵の空襲益々熾烈となり、全国各地に多大の被害を生じ、戦災者も亦少からず、洵に同情に堪えない次第であります。而も空襲は今後更に苛烈を加えることは必然でありますが…（中略）…全国民一体となり、しかも各自が一人を以って国を興すの決意を固め、自ら戦争完遂の一点に擬集し、一人も残らず決死敢闘する時に国民道義は確立せられ、秩序整然たる態勢の下に戦力の彌が上の発揮ができるものであると確信致します」と述べて（同５７３頁）、全国各地での空襲が本格化した段階においてもなお、「一人も残らず決死敢闘」することを国民に求めていた。

　　　このように、国民は、その生命・身体・財産を犠牲にして、戦争遂行に奉仕するよう求められ、しかも、以下に述べるように、精神論のみならず、具体的に法制度化されていた。

このように、国から「共死」を求められていた当時の一般の国民は、戦地へ赴くことを命じられた軍人と何ら変わるところはなかったのである。

３　「国民防空」の根拠法令および政府方針
（１）「国民防空」の考え方
　　　防空とは、敵機発見のための防空監視や空襲警報発令のほか、爆撃を受けた際の災害対応などが含まれる。これは、本来は国家の軍事部門や警察部門が担う事項であるが、第二次世界大戦後期の日本政府は、広く国民に対して防空義務を負わせる「国民防空」の施策を採用した。

これは国民の生命や財産を守ろうとするものではなく、それらを犠牲にしてでも、軍事拠点や生産基盤の防衛に国民を従事させるというものである。
　広く国民に防空義務を課す政策は、１９３７年（昭和１２年）の「防空法」制定から本格化していった。防空の定義について、同法は以下のとおり規定している。
　防空法 第１条  （１９４３年改正）（甲Ａ２３・５３５頁）
　本法ニ於テ防空ト称スルハ戦時又ハ事変ニ際シ航空機ノ来襲ニ因リ生ズベキ危害ヲ防止シ又ハ之ニ因ル被害ヲ軽減スル為陸海軍ノ行フ防衛ニ即応シテ陸海軍以外ノ者ノ行フ監視、通信、警報、燈火管制、分散疎開、転換、偽装、消防、防火、防弾、防毒、避難、救護、防疫、非常用物資ノ配給、応急復旧其ノ他勅令ヲ以テ定ムル事項ヲ、防空計画ト称スルハ防空ノ実施及之ニ関シ必要ナル設備又ハ資材ノ整備ニ関スル計画ヲ謂フ
　この規定が示すとおり、防空とは、①陸海軍の軍事行動に即応するものであり、②「陸海軍以外の者」すなわち民間人が行うものであり、③「監視、通信、警報、燈火管制、分散疎開」などその内容は多岐にわたっている。
　　１９３７年（昭和１２年）の防空法制定の後、戦局の悪化と空襲の激烈化に伴ってこれら防空義務の内容はより強度なものになっていった。
　　なお、国民防空という呼び方がなされるが、決して国民の自主的かつ自己防衛的な活動を意味するのではない。あくまで陸軍・海軍大臣および内務大臣の統制下に属する防空体制である（甲Ｂ３１・３～４頁）。
　その具体的な内容は、次に挙げる法令や資料等から明らかである。
（２）「防空法」の制定（１９３７年）
　防空法（甲Ａ２３・５３５頁）は、１９３７年（昭和１２年）４月に帝国議会で成立し、国民に防空義務を課す最初の体系的法令であった。数次にわたり改正されており、特に１９４１年（昭和１６年）１０月には一般市民に強度の防空義務を課す重要な改正がなされた。
　その内容は、以下のとおりである。
ア　空襲時の退去の禁止

（ア）ごく一部の市民を除いて退去が禁止された
　　防空法は、一般市民に対して、空襲時における退去禁止（８条の　　

　３）や、監視行為への従事命令（６条の２）など広汎な義務を規定　　

　している。
　　特に、退去禁止は１９４１年（昭和１６年）１１月改正により新　　

　たに規定されたものであり、市民を空襲の下に縛り付けるものであ

　った。

　法の文言上は、勅令で定められた者の退去を命じることができる　　　

との形式ではあるが、実際には、一部の例外を除く広汎な国民に退

去禁止が義務付けられた。同年１１月１８日付の新聞記事は、「働ける隣組員の都市退去を禁止」という見出しで、これを伝えている（甲Ａ３５）。また、同月２７日の新聞記事は、退去禁止の例外は乳幼児・妊産婦や防空義務に従事できない老人であると述べたうえで、「たとひ六十歳前後の老人でも働き得る者は残らねばならない。」と報道している（甲Ａ３７）。つまり事前退去の禁止は、ごく一部の例外を除いて凡そすべての都市住民を対象とする広範かつ継続的な命令とされたのである。

　防空法施行令７条ノ２（甲Ａ２３・５５７頁）は、退去の禁止・制限の対象にならない者として、(1) 国民学校初等科児童または七歳未満の者、(2)「妊婦、産婦又ハ褥婦」、(3)６５歳以上の老人、「傷病者又ハ不具廃疾者ニシテ防空ノ実施ニ従事スルコト能ハザルモノ」、(4) 前各号に列挙した者の「保護ニ欠クベカラザル者」、を挙げている。これ以外の国民の退去は禁止されたのである。
　そして、この退去禁止（８条の３）に違反した者に対しては、懲役刑を含む罰則（１９条の２第１号）が定められていた。

これにより、多くの国民は安全な場所への避難・転居をできず、悲惨な空襲被害を受けることとなったのである。

（イ）疎開は、「防空の足手まとい」の弱者だけ認められた

　なお、都市からの退去禁止とは反対に、都市部の児童を地方へ移転させる学童疎開なども行われたが、これはあくまで防空活動を円滑にするための施策であり、児童の生命を保護することが主目的ではなかった。

　１９４４年１２月１１日に東京都は、「帝都の防衛態勢を強化するため防空活動の足手纏ひとなる老幼、病者、妊産婦の人員疎開を重点的に強化する一方、軍需生産、防空業務に従事する人々はあくまで帝都に踏みとゞまり冷静沈着にわれらの帝都を防護せしめるべくこれらの人員に対する疎開を抑止する」（甲Ａ５０）という方針をとり各区役所に伝達した。まさに児童など弱者の疎開は「防空活動の足手纏ひ」であるから疎開させるというのである。

他方、その他の市民は、「疎開足止め」という新聞見出し（甲Ａ５０）が示すように、空襲激化が予想される都市から逃げることすら許されなかったのである。

　この方針は、東京都独自のものではなく、政府の国民防空体制強化に基づくものであり、大阪市を含む全国で同様の方針がとられた。　

イ　消火活動の義務付け
　　１９４１年（昭和１６年）に改正された防空法は、以下の規定に　　

　より、国民に対して空襲時の応急消火（８条の７）の義務を課した。
防空法 第８条の７　（甲Ａ２３・５３５頁）
　１項　空襲に因り建築物に火災の危険を生じたるときは其の管理者、所有者、居住者其の他命令を以て定むる者は命令の定むる所に依り之が応急防火を為すべし
　２項　前項の場合に於ては現場附近に在る者は同項に掲げる者の為す応急防火に協力すべし
　このように、建物の所有者・居住者だけでなく、空襲時に現場付近にたまたま居合わせた者についてまで、応急防火の義務が課せられたのである。
　防衛省の幹部である氏家康裕氏も、１９４１年（昭和１６年）の防空法改正により「国民の応急防火義務は法制度化された」と指摘している（甲Ｂ３１・１３頁）。
　 そして、この応急消火の義務（８条の７）に違反した者に対しては５００円以下の罰金（１９条の３第１号）が定められていた。１９４１年（昭和１６年）当時の教員の初任給は５５円であり、その約９カ月分もの多額の罰金が課せられるのであるから、当時の市民にとっては重大な威嚇力をもつものであった。
　後で述べる隣組の組織化および相互監視と相まって、猛火のせまる極限状態の中でも、自分一人の判断で避難することができず、多くの国民が逃げ遅れたために生命を奪われたり重大な傷害を負うこととなったのである。
ウ　建物の除去命令・強制収用など広範な権利制限
  さらに防空法は、国が国民に対して建物の除去命令、建築禁止、移転命令、強制収用、その他の「防空上必要なる措置」を命ずることができるとされた（同法５条の２～５条の１０）。
　このように国民の財産権は大きく制限され、全面的な戦争協力および防空従事を義務付けられていたのである。
（３）　閣議決定「決戦非常措置要綱」（１９４４年）
　軍需工場を標的にした局所的な空襲が始まった１９４４年（昭和１９ 

 年）２月２５日、政府は「決戦非常措置要綱」を閣議決定した（甲Ａ２４）。
　同要綱は、冒頭で「決戦ノ現段階ニ即応シ国民即戦士ノ覚悟ニ徹シ」と述べ、民間人を含むすべての国民が「戦士」としての覚悟をもち、学徒動員や女子挺身隊などの動員強化を指示している。
　そして、「三、防空体制ノ強化」の項においては、「空襲被害極限等ニ付テノ準備訓練ヲ徹底ス」と定めている。すなわち、空襲の「被害極限」に際しても、避難をするのではなく防空活動を貫徹すべく「準備訓練」をすることが求められたのである。
　この閣議決定について新聞各紙は、「勤労防空を徹底」、「官も民も果敢に実践」などの見出しのもとで、「国民もかゝる政府の断乎たる決意に対し、皇国民としての忠誠心をもって不足を不足とせず飽くまで戦ひ抜くことが要請される」などと伝えた。

すべての国民が強度の防空義務を課され、自己の生命ではなく国家を守るべきだと求められたのである。
（４）　閣議決定「空襲対策緊急強化要綱」（１９４５年）
　サイパン島などが陥落したため空襲の本格化が確実視された１９４５年（昭和２０年）１月１９日、政府は「空襲対策緊急強化要綱」を閣議決定した（甲Ａ２６）。　
　　東京や大阪の大空襲は未だ行われていなかったが、同閣議決定は冒頭で「空襲ノ愈々熾烈化セントスル情勢ニ鑑ミ」と述べ、一層の防空強化を図るため次の方針を示している。
　　まず、「第二、戦時緊要人員ノ残留確保」の項において、人員疎開はするものの都市防衛に必要な人員については「地方転出防止ニ関シ強力ナル指導ヲ加へ職域死守ノ敢闘精神ヲ昂揚セシムルト共ニ所要ニ応ジ防空法又ハ国家総動員法ニ依リ之ガ残留ヲ確保セントス」としている。　　　

すなわち、疎開による人口流出を防ぐために「強力なる指導」や「職域死守ノ敢闘精神ヲ昂揚」させる方針を徹底し、そのためには強制措置や罰則を含む防空法や国家総動員法の発動も辞さないというのである。
　　さらに、「第四、防空消防力ノ強化」の項では、次のように述べている。
　　「焼夷弾ニ対スル隣組初期防火ノ万全ヲ期スル為四大地域等特ニ重要ナル都市ニ在リテハ一隣組ニ対シ小型腕用喞筒一台ノ目標ヲ以テ拡充整備ヲ図ラントス」
　　つまり、「隣組」が１台ずつポンプを保有・整備して初期消火にあたることが義務付けられたのである。
　　このようにして、国民に対しては空襲からの避難退去を禁止し、要員を確保して消火活動を義務付ける方策が、「隣組」を通じて地域の隅々まで浸透・強制させられたのである。
　　隣組の組織化については、後でも詳述する。

　

（５）閣議決定「空襲激化ニ伴フ緊急防衛対策要綱」（１９４５年）
　空襲により、すでに東京・大阪を含む全国多数の都市が焼け野原になっていた１９４５年（昭和２０年）７月１０日、政府は「空襲激化ニ伴フ緊急防衛対策要綱」を閣議決定した（甲Ａ２９）。
　同要綱は、「今後愈々激化スベキ空襲ニ対処シ重要軍需生産並ニ之等ニ関聯スル必須ノ運輸、通信等ノ確保ヲ重点トシ国土全域ニ亘ル防空態勢ノ強化ヲ図ル為」、つまり国民の生命を守るためではなく軍需生産や　運輸・通信手段を確保するための対応方針を定めている。
　　同要綱は、人員疎開については「可及的鉄道輸送ニ依ラザルモノトス」と定め、これに基づき鉄道を用いた疎開は原則として禁止された。

その理由は、第一に軍需輸送を優先するためであり、第二に、都市からの人口大量流出を防ぐため疎開を困難にさせた、というものであった。

当時の民間人の大多数は自家用車を保有していなかったため、鉄道を使わずに家財を運んで疎開することは実質的に不可能であった。
　　また、同要綱には、「二、都市要残留者ノ確保」という項目があり、都市に残留する者を要因として「絶対確保」するというものであった。
　　このように、多大な被害を受け、多くの国民の生命が奪われ、あと１ヶ月で終戦という時期においても、被告国は国民が都市から退去することを原則として認めない政策を続け、そのまま終戦を迎えたのである。

（６）「隣組」の組織化による防空体制の構築
ア　国民防空体制の基本単位としての「隣組」
　これまで述べた「国民防空」の体制を現実に作用させるためには、空襲が予想される都市の住民を組織化して集団的に防空の任務に就かせることが必要であった。

また、空襲を恐れて逃げることを許さない相互監視の体制を構築することも不可欠であった。
　　そこで当時の政府は、主務大臣や地方長官を頂点とする指揮命令系統の最下部に、地域住民からなる「隣組」や、職場や学校の「報国隊」などを組織化した。
　　「隣組」とは、１９４０年（昭和１５年）９月に内務省が発した「部落会、町内会、隣保班、市町村常会整備要綱」（いわゆる隣組強化法）によって制度化された５～１０軒程度の家庭からなる防空の基本単位である。政府・軍部の指揮命令に服する上意下達型の防空機関として全国津々浦々に組織された。

１９４１年（昭和１６年）の防空法改正後は、特に国民の防空義務を貫徹するため不可欠なものとして重視された。たとえば大阪府消防課は、同年１２月に、応急防火義務を徹底するため６ヶ月間にわたり全ての隣組に「実地指導訓練」を行うこととした。それを伝える新聞記事は、「ポンプ 誰でも操作を　改正防空法で隣組を訓練」という見出しのもとに、指導訓練の目的は「隣組だけで鉄壁の防空陣を布かせようといふのである」と述べている。

１９４２年（昭和１７年）４月１８日の本土初空襲の際も、湯沢内務大臣が隣組員の防空活動を讃える談話を発し（甲Ａ４１の２）、新聞は「街々に健気な隣組群」などの見出し（甲Ａ４２の１）で隣組の決死の活動を美化する記事を大きく掲載した（その報道内容は、実際の焼夷弾の威力を過小に描き、事実に反するものであったことは後述する。）。

１９４３年（昭和１８年）当時の大阪市町会規則（甲Ａ３２・１５頁）によれば、「隣組」は大阪市が制定した町会規則に基づいて町会が設置し（同規則２条３項）、その世帯数や組織体制は同規則で定められている（同規則２８～３３条）。その「隣組」を含む町会は、大阪市長の監督に服し（同規則１４条）、「防空防護ノ強化」等を目的とする「防護部」の設置も義務付けられていた。まさに隣組は上位下達型の官製組織なのである。

イ　軍人や警察官も隣組・常会に出席した
　　隣組の会議や、隣組の組長らが集まる町会常会には、陸軍将校や警察官が出席して防空活動につき指示や訓示を述べることもあった。このことは、隣組が政府・軍部を頂点とする上意下達の国防体制に属していたことを明確に示している。

一例として１９４４年（昭和１９年）３月２日の朝日新聞（甲Ａ４６）は、東京都内の３町会につき１箇所の割合で合計９００箇所の会場で、陸軍将校が常会に出席して「戦局の実相を講話して都民の総決起を促すことになっている」、そして閉会後は、「参会者は各自の隣組で趣旨ならびに指示を全組員に透徹し八百万都民が一丸となっての総決起を促す」ものと報道している。
　　この「隣組」は、以下に述べるように具体的な防空の義務を負わされていたのである。

ウ　時局防空必携（１９４３年）
　１９４３年（昭和１８年）に政府が作成して都市部で全戸に配布された「時局防空必携」改訂版（甲Ａ１８）には、隣組が「防空の組織」であると明記され（７頁）、警戒警報や空襲警報の発令時など各場合における隣組の任務が明示されている。
　　その内容は、防火用資材の確保（６頁）、防護監視所の設置（７頁）、

警報の伝達（８～９頁）、防火活動および警察署等への連絡（１３頁）

など多岐にわたるものであった。

　（この「時局防空必携」の詳細については、後でも述べる。）
エ　大阪府警察局「家庭・隣組防空指導書」（１９４４年）
　１９４４年（昭和１９年）１２月、全国の警察局が「家庭・隣組防空指導書」を作成し、各府県内の全戸に配布した。その内容は全国でほぼ同じ内容である。
　　大阪府警察局が作成した同指導書（甲Ａ３３・７５頁以下）には、以下のような記載がある。
　　「この防空は陸海軍の行ふ防衛に即応して行われるのであって、軍官民が一体となり、どんな困難にも打ち勝ち、それぞれの任務に邁進して、初めて隙のない護りを固め得るのである。」（甲Ａ３３・８４頁、下線部は原告ら代理人による）
  「防空上最も大切なことは、各自がそれぞれ全力を挙げてその持場を守ることである。そのために、自衛防空機関として家庭防空には隣組があり、官公署、学校、工場、銀行、会社等には特設防護団がある。」（甲Ａ３３・８４頁）
　このような記述に続いて同「指導書」は、隣組が常備すべき防火用資材・防護監視所・待避所について定め、隣組における監視・防火・連絡等について防空従事者の分担を義務付けている。
　　そして、家庭や隣組に対して、「防空活動の出来る者は全部防空に当る」ことを求めており（甲Ａ３３・９２頁）、隣組が平素から空襲への備えや防空訓練を行うとともに、空襲時の警報伝達や防護監視、さらには延焼防止を目的とする組織的な消火活動なども義務付けられていた。
　このように、政府は、軍部と一体になった防空義務を国民に課したのである。

このような「隣組」は、防空活動の実施だけでなく、近隣住民の相互監視も担うこととなり、防空体制から逃げることが許されない強固な体制が構築されていったのである。
　　前述のように消火活動の拒否や退去には罰則が加えられるうえ、「防空に参加しない者は非国民」として扱われることもあったことから、個々の国民が防空体制から逃れたり、防空・消火義務を回避しようとすることは極めて困難であった。
（７）直ちに消火活動をさせるための「防空壕」政策
ア　「防空壕」政策について論じる意味
　　これまで述べてきた国民防空の体制は、「空襲時に逃げずに、一時待避した後は直ちに消火活動をしなければならない。」という国民の防空義務を基礎とするものであった。

そして、即時の消火活動を可能とする重要な物的要素として、都市部の各家庭では「防空壕」が設置されていた。
　　「防空壕」の政策について論じることは、次に述べるように重要な意味がある。
　第一に、政府は爆弾に耐える堅固な「防空壕」を推進する政策から、簡易な「待避所」の設置を義務付けるよう政策転換をした。これは、国民の生命・身体の安全を確保することより、直ちに危険な消火活動に従事させることを重視したためであり、防空義務がより強化されたことを意味している。
　　第二に、床下に簡易な「待避所」を設置するよう義務付けられた結果、空襲により自宅が燃焼・倒壊した場合には脱出が不可能となり、その内部で焼死や窒息死をする者が続出した。

防空を重視して人命を軽視する防空壕政策によって空襲被害はより拡大・深刻化したのである。
　　以下に、このような防空壕政策について詳述する。
イ　堅固な「防空壕」から、簡易な「待避所」への政策転換
（ア）当初とられていた防空壕政策
　　　　内務省計画局が１９３８年（昭和１３年）１０月に発行した「国民防空の栞」には、国民が自宅に設置すべき防空壕について以下のような記載がある。
　「木造家屋ハ破壊爆弾ニ対シテハ全ク無抵抗デアルカラ空地ニ壕ヲ掘リ空襲時ニ備ヘル必要ガアル」
　　　 「防空壕ハ庭又ハ空地ニ湿地ヲ避ケテ作ルコト」
　     「防空壕ノ各材ハ釘、鉄、鉄線、方杖等デ堅固トスルコト」（甲Ｂ１４・８１頁）
　　このように、政府は当初から日本に多く存在する木造家屋の脆弱性を認識し、爆弾に対応しうる堅固な「防空壕」を、建物内ではなく庭に作るべきであると指導していたのである。
　内務省計画局が１９４０年（昭和１５年）１２月２３日に発した「防空壕構築指導要領」においても、「防空壕」は原則として家庭の「敷地内空地」（すなわち外庭・中庭）に設置することとされていた（甲Ｂ１４・８３頁）。

（イ）防空法の改正とともに政策転換
　　１９４１年（昭和１６年）１２月に防空法が改正されて空襲時の退去が禁止された以降は、堅固な防空壕ではなく簡易な一時待避所の設置が推進されることになった。

設置場所も庭ではなく、すぐに出られるよう床下や軒下に設置すべきとされた。
　　　　このような政策転換の理由は、二つある。
　第一に、空襲時に長時間にわたり滞在できる安全な防空壕を作ってしまうと、外で消火活動をする者が減る恐れがあるからである（それとともに、堅固な防空壕を設置する必要性を強調することは、空襲の危険性を印象付けて恐怖心を流布することになってしまう。）。
　第二に、防空壕の設置はすべて国民が自費により自力で行うしかなかったからである。政府は、国民に対して防空壕の設置のための資材提供や資金援助を一切しなかった。そのため自宅の床下や軒下を掘り下げて竪穴を作るくらいしかできなかった。
　　　　このような防空壕では、およそ本格的な大規模空襲に耐えることはできなかったのである。
ウ　避難場所ではなく、防空従事のための一時待避場所
　　内務省防空局が１９４２年（昭和１７年）８月に発表した「防空待避所の作り方」（甲Ａ２０・１９頁）には、以下のような記載がある。
　　「敵機が見えたり、高射砲が聞こえたりしだして爆撃の危険が近づいた時や、防護監視員から知らせがあったら、特に防空の配置に在るものの外、速かに手近の適当な場所に待避して一時危険を避け、自分の家や職場に、爆弾や焼夷弾が落ちたその時にこそ、直ぐにとび出して行って防護活動を始めるやうにしなければなりません。
　　即ち待避は決して単に逃げ隠れすることではなく、積極的に防護活動をするため、一時無駄な危害を避けて待機することです。」（甲Ａ２０・１９頁）
　　この文書では、「防空壕」ではなく「防空待避所」という呼称が用いられている。そして、防空待避所を設ける目的は、避難して生命を守るためではなく、空襲直後にすぐ出動して防空活動に従事するためのものだと明確に述べられている。
　　その呼び名も、「退避所」ではなく「待避所」とされていた。空襲からの「退避」は許されなかったのである。
エ　防空待避所の設置方法
　　「防空待避所の作り方」（甲Ａ２０・１９頁以下）には、民家の床下や軒下に設置する防空待避所の作成方法が紹介されている。その内容は以下のとおりであり、およそ空襲に耐えうる強度や安全性を欠くものであった。
（ア）「家の外ではなく家の中に作るべき」
　　　待避所の設置場所については、以下のように述べている。
　「家の外に作るか、家の中に作るか、二つの場合が考へられますが、一般には家の中に作った方が、雨水の流入の虞れがなく、夜間や厳寒時の使用を考えてみても一層便利であると思ひます。なほまた外にいるよりも家の中にいる方が、自家に落下する焼夷弾がよく分かり、応急防火のための出勤も容易であると考へます。」（甲Ａ２０・２０頁）
　　　前述のとおり１９３８年（昭和１３年）発行の「国民防空の栞」には、木造家屋は脆弱であるから家の外に作るべきとされていたが、その５年後には全く逆に、家の中に作るべきとされたのである。
　　「落下する焼夷弾がよく分かるから」と述べているが、頭上に落ちてきた焼夷弾は一瞬で家屋を猛火に包むのであるから、「よく分かる」などと言っている暇すらないはずである。

（イ）「床下に穴を掘るだけでよい」
　　　一番簡易で安全な設置方法として、次のように記載されている。
　　　「床上よりは位置の低い床下の方が安全です。そして土は立派な掩護物ですから、床下に穴を掘って畳や床板を外せば、すぐ待避所に使へるようにするのが、最も手近な方法の一つです。」
　　　「体を伏せているのならば、穴の深さも僅かで済みます。」
　　　「附近に爆弾が落ち、その衝動でいろいろの物が落下して来るとしても、床が自然の掩蓋（えんがい）となって支えてくれますから誠に便利です。」（甲Ａ２０・２０～２１頁）
　　　つまり、穴さえ掘れば周囲の土や床板に守られて安全であるというのである。しかし、米軍機が上空から投下する爆弾や焼夷弾の威力は、１枚の床板で遮られるような弱いものではない。
　　　また、通風換気も考慮されていないので、頭上の建物が延焼した場合には直ちに酸素不足になり窒息死してしまう。
　　　このように、国民は、きわめて危険な竪穴を作るよう指示されていたのである。

（ウ）「布団や紙が“弾除け”になる」
　　　弾片（爆弾の破片）の貫通を防ぐためには、土を８０センチ盛り上げることとされている。あるいは、「布団を積み上げたものなら１００センチ」、「書籍、紙等を詰めたものなら４０センチ」の厚さがあれば弾片の貫通を防げると記載されている（甲Ａ２０・２１頁）。
　しかし、このように布団や紙を積み上げても、爆弾や焼夷弾を防げるどころか、容易に貫通したり燃焼してしまうことは明らかである。
オ　誤った防空壕政策のために、空襲被害が拡大した
　空襲の際には、頭上の建物が倒壊して下敷きになって死亡する者、火災による内部温度の急上昇により死亡する者、酸素不足により窒息死する者が多数にのぼった。いずれも、防空壕が簡易で強度に乏しい上、その多くが床下に設置されていたために生じた被害である。
　　また、空襲直後に防空壕（待避所）から出て消火活動に従事しているうちに死亡したものも少なくない。
　　これらの被害は、政府が地域ごとに公共用の大規模避難施設を設置したり、空襲警報発令と同時に空地や公園などの避難区域に避難することが許されていれば回避できた可能性が高い被害である。ところが、そのような政策は一切とられなかった。
　　大都市部では、駅や役所などの公共施設に公共用の大型防空壕が作られた例はあるが、それは主として勤務員が一時待避するために作られたものであり、大量の市民が一度に待避できるような防空壕は存在しなかった。
　　本来なら避難に有用な地下鉄は、一般市民が避難に使用することが禁止され（甲Ａ３４）、政府の指示により空襲時には閉鎖されて入場禁止とされた。
　　このように、危険な防空壕（待避所）への一時待避を義務付けて、安全な場所への退去を認めない政策がとられたことは、空襲被害を著しく拡大・深刻化させたのである。
（８）政府はあくまで避難を認めず、避難場所も設けなかった
　上記のように自宅の床下などでの一時待避しか認めないという政府の方針は、東京大空襲による悲惨な被害を目の当たりにした後も変わらなかった。
　東京大空襲の４日後の１９４５（昭和２０）年３月１４日に開催された第８６回帝国議会貴族院の秘密会議では、大達茂雄内務大臣が空襲被害状況を報告した。

これに関して大河内輝耕議員は、「人貴キカ物貴キカ」と追及し、次のように質問した（甲Ｂ２９・３７頁、下線による強調は原告ら代理人による）。
　「此ノ次ハ東京ガ全部ヤラレルカモ知レヌ、恐ラクヤラレルデセウ、其ノ場合ニ人ヲ助ケルカ物ヲ助ケルカ、ドッチヲ助ケルカ之ヲ伺ヒタイ、私ハ人ヲ助ケル方ガ宜イト思フ、……ソレガ宜イトスレバ、一ツ内務大臣カラ十分ニ徹底スルヤウニ隣組長ナリ実際ノ指揮ヲスル者ニ言ッテ戴キタイ、火ハ消サナクテモ宜イカラ逃ゲロ、之ヲ一ツ願ヒタイ」。
　これに対して大達内相は、「ドウモ初メカラ逃ゲテシマフト云フコトハ是ハドウカト思フノデアリマス」と答弁し、人命救助を優先すべきとの答弁は拒否した。
　さらに大河内議員が、「逃ゲ場所ヲ予メ作ッテ置クト云フコトハ御答ガナイヤウデアリマスガ」と批判し、「私ノ御尋シタイノハ、第一ノ避難場所、夜火災ガ起ッタラ何処ヘ逃ゲテ行クト云フコトノ場所ナンデス、其ノ場所ノ設備ガ十分デナイ、例ヘバ逃ゲテ宜イヤウナ場所ニ余計ナ建物ガアッテ見タリ、余計ナ設備ガアッテ見タリスル、サウ云フモノヲ綺麗ニシテ、何時デモ受入レラレルヤウナ態勢ニシテ置キナスッタ方ガ宜カラウ…」と質問した（甲Ｂ２９・３７頁）。
　これに対する大達内相の答弁は、「特ニ避難場所トシテ広場ヲ作リ或ハ邪魔ナ物ヲ取除ケテ置クト云フ、斯ウ云フ所迄ハ致シテ居リマセヌ。」（甲Ｂ２９・３８頁）という冷淡なものであった。

人を助けることを優先すべきという見解は、終戦するまで採用されることがなかったのである。
４　国民防空体制のもとで国民が置かれた危険な状況
　以上のような国民防空体制のもとで、政府は国民に強度の防空義務を課し、防空体制としての隣組に組織化した。
　そして政府は、①焼夷弾による大規模空襲を十分に予想しながら、②その破壊力の重大性を隠し、③消火活動は容易であるという誤った知識を周知させ、④およそ効果の上がらない消火活動を準備・訓練させた。それによって、多くの国民は早期に避難することができず、空襲被害を拡大・深刻化させたのである。
　そのことは、以下の資料からも明らかである。
（１）各家庭に配布された「時局防空必携」（１９４１年・１９４３年）
　政府は、全国民に防空義務を周知させるために、１９４１年（昭和１６年）１２月に「時局防空必携」という冊子（甲Ａ１７）を作成して都市部の全家庭へ４００万部を配布した。

当時の新聞記事は、「緊迫せる時局下における都市防衛の強化徹底ならびに防空思想の統一綜合を期するため」に、「六大都市はじめ全国防空重要都市の隣組各家庭に一部三銭の定価でもれなく配布することになった」と報道している（甲Ａ３８新聞記事）。
　　同冊子には、以下のように記載されており、国民が空襲の危険性を十分に知らされないままに国土防衛へ狩り立てられた様子が分かる内容となっている。
ア　予想される空襲を過小評価する記載
「敵の兵力にも限りがあるから実際に空襲を受けるのは何処かの一部だけである。」（甲Ａ１７・７頁）
「弾は滅多に目的物に当たらない。爆弾、焼夷弾に当たって死傷する者は極めて少ない。」
「焼夷弾も心掛けと準備次第で容易に火災とならずに消し止め得る」（以上、甲Ａ１７・８頁）
「空襲の被害はこの様に決して恐れるに足りない。空襲の被害が実害より大きくなるのは、むやみに怖れたり、油断をしたり、備えがなくて慌てて混乱するからである。 特に焼夷弾を消し止めないと大火災となり被害が大きくなる」（甲Ａ１７・９頁）
イ　効果がない消火方法を指示する記載
「防火のやり方は直ちに周囲の燃えやすい物に水をかけると同時に、濡筵類（ぬれむしろるい）、砂、土等を直接焼夷弾に冠せ、その上に水をかけ火焔を押え延焼を防ぐ。」（甲Ａ１７・１９～２０頁）
「エレクトロン焼夷弾の火勢が衰えたものは屋外に運び出す。」
「黄燐焼夷弾が飛散って柱はフスマ等に附いたときは速かに火叩（ひたたき）等で叩き落して消火する」（甲Ａ１７・２０頁）
　　ここで書かれている「火叩き」とは、竹棒の先に縄を十本程度取り付けた「埃はたき」のようなもの（甲Ａ１５・３０頁の写真参照）である。
ウ　避難せず、命を投げ出して国を守る思想を植え付ける記載
「　防空精神
　如何に物の準備があっても魂がしっかりしていないと役には立たない。特に防空の為には、老人も、子供も、男も、女も、一切の國民が次の心構え（防空精神）を持たねばならない。
　１　全國民が「國土防衛の戦士である」との責任と名誉とを充分自覚すること。
　２　お互いに扶け合い、力を協せ、命を投げ出して御國を守ること。
　３　必勝の信念を以って各々持場を守ること。　
　此の防空精神は即ち日本精神である。」（甲Ａ１７・９～１０頁）
　　このように、予想される爆弾や焼夷弾の破壊力の重大性は国民には隠匿され、空襲を恐れることはないと強調したうえで逃げることなく消火活動にあたることを義務付けたのである。
　　なお、１９４３年（昭和１８年）に「時局防空必携」の改訂版（甲Ａ１８）が発行されて大都市部の全戸に配布された。この改訂版には、冒頭に以下のような「防空必勝誓」が掲載されており、初版本以上に国民に対して服従の精神を強く植え付けようとしている。
「　　防空必勝誓
一、私達は「御国を死る戦士」です。命を投げ出して持場を守ります。
一、私達は必勝の信念を持って、最後まで戦い抜きます。
一、私達は準備を完全にし、自信のつくまで訓練を積みます。
一、私達は命令に服従し、勝手な行動を慎みます。
一、私達は互いに扶け合い、力を合わせて防空に当ります。」

（甲Ａ１８の「Ｎｏ．１」の頁）
　　この「防空必勝誓」は、写真週報（甲Ａ１９・２頁）や家庭隣組防空指導書（甲Ａ３３・７５頁）など各種の行政刊行物に繰り返し掲載され、国民に植え付けられていった。
　　このように、政府は国民に対して、国のために命を投げ出して防空義務を貫徹することを求めたのである。前述のように防空法に罰則が定められていただけでなく、思想的にも国を守るために自己を犠牲にする忠君愛国が強制されたのである。
　　なお、この「時局防空必携」は、新聞各紙の連載で繰り返し紹介されたり、政府発行の「週報」や「写真週報」で詳細な解説の特集が組まれたりした。いずれも、防空の精神を協調しつつ、ほとんど効果のない消化活動を義務付けて避難を許さない内容であった。
　　新聞紙上にも、「逃げるな守れ」（甲Ａ６０）などの見出しが大きく掲げられた。このようにして、防空義務から逃げ出せない制度とともに、それに従わざるを得ない社会状況が作り上げられたのである。
（２）大規模空襲の予測を国民には秘匿した
　　当時の日本政府は、空襲の大規模化・激烈化が必至であることを早くから予測しながら、国民に対してはこれを秘匿した。その例として、当時の国民には公開されなかった２つの文書を示す。
ア　「昭和１８年度 防空計画設定上ノ基準」（１９４３年）
　　　陸軍省と海軍省が１９４３年（昭和１８年）２月８日に策定した「昭和１８年度 防空計画設定上の基準」（甲Ａ２９）には、以下のような記載がある。
　　「本年度中期以降ニ於テハ以下ニ述フル判断ノ如ク大ナル機数ヲ以テ反復空襲ヲ受クルノ虞アル」
　　「大東亜戦争今ヤ長期戦ノ様相ヲ濃化シ之ニ伴フ空襲ハ来年度以降更ニ深刻且激化スヘキ趨向ヲ予想セラルル」
　　「小型焼夷弾ノ多数投下及ヒ焼夷威力カ大ナル大型焼夷弾ノ混用投下ニ依リ焼夷弾ヲ企図シ特ニ五十乃至百瓩級ノ爆弾ヲ併用投下シ消防活動ヲ困難ナラシメントスル公算大ナルモ枢要部ニ対シ破壊ヲ企図シ二百五十瓩級を主体トスル中、大型爆弾ヲ使用シ特ニ空襲機数の増大ニ伴ヒ集中投下スルノ公算も亦少カラス」
　　「本空襲判断ハ作戦上ニ及ホス影響ヲモ考慮シ一般ニ対シ伝達ヲ行ハサルモノトス」
　　このように、マリアナ諸島が陥落するより一年半以上も前の段階で、すでに軍部は大規模空襲が必至であると判断し、消防隊による消防活動も困難となることを予測していた。

多数の小型焼夷弾や大型焼夷弾の大量投下も予想していたのである。およそ民間人の防空訓練などで対処できる訳がないことは明らかだったのである。
　　ところが軍部は空襲の恐怖が周知されて戦意喪失・厭戦感情が広がったり、都市から退去する者が続出することによる軍事作戦の支障を避けるため、上記のように「本空襲判断ハ作戦上ニ及ホス影響ヲモ考慮シ一般ニ対シ伝達ヲ行ハサルモノトス」、つまり事実を隠匿することとしたのである。
イ　「緊急防空計画設定上ノ基準」（１９４４年）
　　同様のことは、１年後に陸軍省・海軍省が策定した「緊急防空計画設定上ノ基準」（甲Ａ３０）でも規定された。同文書においては国民に秘匿することがより明確に述べられている。
　　すなわち、冒頭に「人心ヲ刺戟シ苟クモ志気ヲ委靡セシムルカ如キコトナカラシムルハ勿論」と断りを入れたうえ、前年の「防空計画設定上の基準」（甲Ａ２９）と同様に、「本空襲判断ハ作戦上ニ及ス影響ヲモ考慮シ一般ニ対シ伝達ヲ行ハサルモノトス」と述べているのである。
　　このように空襲が大規模化・激烈化することを熟知していた政府軍部が、一般国民にはそれを隠匿し、それどころか次に述べるように「空襲の被害は軽微」、「空襲は怖くない」、「焼夷弾を恐れるな」という誤った情報を宣伝流布したのである。
（３）空襲被害の実態を矮小化して真実を隠した政府
ア　政府の報道管制により「被害は軽微」と連日報道された
　　政府は、実際に生じた空襲被害の実態を矮小化して虚偽の発表をすることにより、国民が空襲を恐れたり事前退去することを防ごうとした。

　　その例を以下に挙げる

　（ア）大阪大空襲（１９４５年３月）
　　１９４５年（昭和２０年）３月１３日深夜の大阪大空襲についての政府の公式発表（大本営発表）は、Ｂ２９が「盲爆」をして市街地各所に被害を生じたが火災の大部は午前９時３０分頃までに鎮火した、という内容であった（甲Ａ５７）。

しかし実際は「盲爆」などではなく市街地全域が焼け野原になり、死者数は３９８７名にのぼったのである。そのような事実は一切発表されていない。

また、大本営発表によれば来襲した敵機は約９０機で、そのうち１１機を撃墜し、約６０機に損害を与えたという。しかし、アメリカ軍側の発表によれば、来襲したＢ２９は２７４機であり、そのうち撃墜されたのは２機だけ、損傷を受けたのは１０機だけとされている。

大本営は、敵機数を過小に発表し、日本軍の戦果を過大に発表したのである。

（イ）東京大空襲（１９４５年３月）
　　同年３月１０日の東京大空襲も、大本営発表は「帝都市街を盲爆」、「八時頃までに鎮火せり」（甲Ａ５５）といったものであり、一夜に約１０万名を超える死者が出た事実は発表されなかった。

政府は新聞各紙に対して報道管制を行ったため、「帝都各所に火災発生したが、軍官民一体となって対処したため、帝都上空を焦した火災も朝の８時ころまでにはほとんど鎮火させた」などと、あたかも軽微な被害で済んだかのような報道がなされた（甲Ａ５５）。

　（ウ）その他の空襲の報道
　　このほか各地の空襲被害の実態も実際より小さく発表されている。

一例として、１９４２年（昭和１７年）４月１８日の本土初空襲では死者８９名・被災家屋２５１軒もの被害が出たにもかかわらず、大本営発表は「被害を最小限に止め得た」（甲Ａ４１の１）というものであった。また、１９４４年（昭和１９年）１月２４日の東京空襲の際は死者２２４名、被災家屋３３２軒もの被害が出たのに、大本営発表は「我方の損害は軽微」（甲Ａ４８の１）というものであった。

１９４５年（昭和２０年）３月１７日の神戸大空襲に際しては、さすがに「相当の火災発生」という大本営発表（甲Ａ５８）がなされたが、２５９９名もの死者が出たことは一切秘匿された。

このように国民は、空襲被害の実相を知らされないまま、危険な防空従事を強いられていたのである。
イ　空襲による情報を隠蔽する政府による報道管制
　　政府は、空襲が本格化する以前から、空襲被害の頻発を予測し、当初からその報道を強く規制する方針を取っていた。
　　まず、１９４２年（昭和１７年）７月３１日に、大本営陸海軍部と政府情報局は、空襲についての報道発表について、「敵ノ来襲及防空戦闘ニ関スル事項は大本営二於テ発表シ同時ニ情報局ニ通報ス」との協定を締結した（甲Ａ３１・３４５頁）。

翌１９４３年（昭和１８年）５月６日には、大本営発表以外には特別の必要がある以外は政府各省による発表は行わないという申合せが政府情報局と各省との間で確認された（甲Ａ３１・３４５頁）。大本営が空襲に関する事実発表を完全に握ったのである。
　　そして、新聞・ラジオなどの報道機関に対しては、内務省警保局が「敵襲時地方庁ニ於ケル報道措置要綱」（甲Ａ３１・３４６頁）を定め、強度の報道管制が敷かれることになった。

たとえば空襲被災地の町名以下の地名は発表不可とされ、市・区の「中部」「東部」などの表記のみが許された。

死傷者数も原則として発表不可とされ、例外的に発表される場合は概数のみが許された。

官公署や工場の被害状況も発表不可とされ、「被害ノ状況ニ触ルヽコトナク移転先のミヲ告示スルガ如キモノ」のみが許された。

道路・橋梁・電気の被害状況も発表不可とされた。

爆弾等による破壊部位の深度や面積なども発表が禁止された（甲A３１・３４８頁の表）。
　　このように、被告国は空襲被害の実相が報道されることを恐れて禁止した。このことは、国民を空襲の最前線に立たせて防空義務を果たさせるうえで不可欠だったのである。

　　そして、このような情報操作により、国民の被害は一層拡大した。
ウ　国民に「軍を信頼せよ、詮索するな」と強要
　　このような政府・軍部の姿勢を露骨に示している新聞記事がある。

それは１９４２年（昭和１７年）４月１８日に行われた最初の本土空襲の報道記事である。
　　空襲の翌日付の朝日新聞は、「敵機は燃え墜ち退散」、「“必消”の民防空に凱歌」、「バケツ火叩きの殊勲」などの見出し（甲Ａ４２の１）を掲げて、軍官民一体で戦闘に勝利したかのような報道をした。

この日だけで８９名の死者が出たにもかかわらず、そのことは秘匿され、「老人や婦人が一人で三、四個の焼夷弾を消止めた如きは非常な功績」などという湯沢三千男内務大臣の談話（甲Ａ４１の２）が報道されるなどした。
　　そして同新聞は、「慎め詮索や憶測　軍を信頼・職場を守れ」という見出しに続けて以下のように記載している。
　　「爆撃の状況を種々詮索したり或は憶測等によって流言蜚語をなす等は厳に戒めねばならない。作戦上のことに関しては一切軍に信頼して、一般国民はそれぞれ全力を挙げてその持場を守り、各自の任務を全うすることが必要である。」（甲Ａ４２の２）
　　つまり、政府は初めて空襲を受けて市民が動揺することを強く恐れたのである。

軍の防衛体制の不備への批判を回避するため「軍を信頼せよ」と強弁し、空襲の恐怖が広まることを恐れたため「詮索はするな」と指示し、空襲被害の真実を語る者がいたとしても「流言蜚語だから信じるな」と流布したのである。
（４）焼夷弾の威力も過小評価して伝えた
　　政府は、焼夷弾の破壊力についても真実を知らせず、焼夷弾を恐れることはないから逃げずに消火活動に従事せよと国民に指示をした。

　　たとえば、陸軍中部軍管区の赤塚中佐は、米軍が１９４４年（昭和１９年）１２月に中部地方の空襲で新たに用いた焼夷弾について、火力が強いことは認めながらも、「初めから家を一軒犠牲にする覚悟で初期消火を重点的にやれば大した心配はいらぬと思われる。」、「（焼夷弾の飛沫を顔に受けた場合は）直接手で拭かず必ず衣類か何か布地で顔を覆って一時空気を絶ちさえすれば容易に消せる」などと述べている（甲Ａ５３）。これは焼夷弾の実態に反した虚偽の内容である。
　　政府が１９４５年１月１０日に発行した「週報」第４２８号には、軍部や政府役人による「決戦防空座談会」の様子を次のように掲載した。
　・「爆弾なんていふものは、落ちても外国と異ひ、日本のかういう土地及び建物の状況では被害は大して多いものぢゃない。」、「焼夷弾ぐらいのもので何十戸、何百戸焼いてゆくといふやうなこと、何時間も焼き続けるといふようなことは実に愚な話であります。」（甲Ａ２１・８頁）。
　　「焼夷弾なんか絶対怖くないものであるといふことを各人が認識して貰ひたいと思います。」、「大きく焼けました所は、焼夷弾が落っこちたのに、長く待避をしておったために消火の時期を逸して、あゝいふやうな結果を生じたんぢゃないかと思ひます。」（甲Ａ２１・１２頁）
　　この座談会が掲載された１９４５（昭和２０）年１月は、すでにマリアナ諸島が陥落して本土空襲が頻繁に行われている時期である。政府や軍部は被害状況を熟知しており、被災した一般市民はすでに焼夷弾爆撃の恐怖を知っていた。しかし、まだ被災していない多くの国民には、報道が規制されているため事実が知れ渡っていなかった。そうした国民へ向けて、政府は空襲被害の実態を隠すだけでなく、積極的に虚偽の事実を流布したのである。

　　さらに、１９４４年（昭和１９年）１２月２７日の東京空襲の直後に警視庁の飯塚防空課長が被災地を訪れたことを紹介する新聞記事では、「この種焼夷弾は地上に激突すると漏斗口をつくる相当な破壊力をもつが、わが方から見れば一つの効率的な破壊消防の役割を敵弾自体が引き受けてくれるわけで延焼防止も可能となる」との見解が述べられている（甲Ａ５４）。しかし、焼夷弾が建物に直撃した場合は、直ちにその建物を燃焼発火させるとともに、周辺の建物にも直ちに延焼や同時発火の危険性を及ぼすのであるから、“焼夷弾のおかげで破壊消防の効果がある”などとは到底言えないはずである。このような事実に反する見解を発表することが、焼夷弾の危険性から目をそらせる効果を生じることは明らかである。
（５）政府・軍部は、戦争継続のために空襲の脅威を隠した
　　このように政府・軍部が事実を隠した理由は、国民が空襲を恐れて都市から退去することにより戦争継続が困難になることを政府が危惧したからである。
　　それを示すように、陸軍省の佐藤軍務課長は、１９４１年（昭和１６年）１１月２０日に衆議院において、「空襲を受けたる場合において実害そのものは大したものではない」、「狼狽混乱に陥ることが一番恐ろしい、またそれが一時の混乱にあらずしてつひに戦争継続意志の破綻といふことになるのが最も恐ろしい」と述べている（甲Ａ３６）。
（６）命を投げ出す消火活動を美化
　　政府は、広報誌や新聞紙上などでも繰り返し「命を投げ出す果敢な防空活動」を美化・奨励し、それが実践されたという美談を発表して国民に植えつけた。
　　たとえばマリアナ諸島の基地から東京へ米軍機が初来襲した１９４４年（昭和１９年）１１月２４日の東京大空襲に際して、大達茂雄内務大臣は、「一般（市民）は極めて冷静沈着に旺盛なる敢闘精神をもって落下する焼夷弾を火災に至らしめずして消火したことは誠に感謝に耐えない」、「如何なる事態に遭遇するともビクともせず即座に敢闘出来る心構えと準備をしておくことが大切である」との談話を発表した（甲Ａ４８の２）。

実際には、この一日だけで死者２２４人、被災家屋３３２軒もの重大な被害が生じていたが、そのことは隠され、焼夷弾を消したという美談が捏造され強調されたのである。
　　サイパン島や硫黄島が陥落して間もなく本土空襲が激化必至の情勢となった１９４５（昭和２０）年３月７日に軍部が発表した空襲判断は、「日本本土は必ず頻繁に敵の機動空襲を受けることになる。」（甲Ａ２２・１０頁）と述べて、国民に対しては物資不足や水道破壊、疫病の流行などの覚悟を求めたうえで、「国民の日常生活はもはや穴居生活を本旨とし」（甲Ａ２２・１２頁）、「絶対不敗の信念を持ち、絶対不敗の態勢を一日も速かに確立して、日本全土を要塞にする。我が身を、心を要塞たらしめ、我が村、我が海岸、我が山を要塞たらしめなければならない」（甲Ａ２２・１２～１３頁）、「既に国内は戦場となっているのである。もはや今日銃後なるものは存在しないのである。一億国民がすべて戦士にならなければならない。そして準備さえどしどし進めてゆくならば、戦さに敗けることはない」（甲Ａ２２・１３頁）、などと自己犠牲のもとに国家を守ることを押し付けているのである。
（７）およそ不可能な消火を練習する「防空訓練」
　　このように当時の日本政府は、実際の焼夷弾の火力に照らせば到底不可能な消火方法を国民に指示していた。そして、防空法１０条１項に基づく「防空訓練」（防空演習）として、バケツリレーや、「火叩き」（はたき）で叩いて火を消すなどという練習が行われていた（甲Ａ１９・８～９頁）。
　　国民は、焼夷弾にかける砂の入った袋、バケツ、「火叩き」、水ひしゃく等の「七つ道具」を持参して（甲Ａ１６・１８～１９頁、甲Ａ１８・４頁）、「米英撃沈、イチ、ニ、サン！」などの掛け声をあげながら、およそ大量の焼夷弾攻撃による火の海には効果のない訓練を繰り返させられたのである。
　　このような防空訓練は、戦後、「子供だましの防空演習が強要された」（甲Ａ１４・１８５頁）とか、「江戸時代の火消しとさほど変わるものではなかった」（甲Ａ１６・２０～２１頁）などと語られている。
　　街角には、「退くな、逃げるな、必死で消火！　消せば消せる焼夷弾！」、「焼夷弾には突撃だ！」などと大真面目に叫ぶポスターが貼られるなどした（甲Ａ１５・２９頁）。
　　結局、政府の思惑通りに、都市の住民が否応なしに防空業務に従事することを余儀なくされ、それに異を唱えることのできない風潮が根付いた。

言論の自由が保障されず、治安維持法のもとで戦争に反対する言動が犯罪とされる体制の下で、国民は空襲の危険が高まった都市から逃げ出すこともできないまま、攻撃を受ける最前線での防空活動への従事を義務付けられたのであった。
　　堅固な公共避難施設や高射砲などの物的な防空施設が一般国民向けには整備されず、ただ精神論として「防空敢闘の精神」が強要されるだけであり、実際に効果のある防空対策は講じられなかったのである。
５　当時の担当者らによる反省・自己批判など
　上記のように当時の日本政府は、国民に対して空襲の危険性や正しい対処方法を知らせず、空襲から避難することも許さず、命がけで国を守ることを美徳として押し付けて強度の防空義務を課した。

このことが多数の国民を死に追いやり悲惨な被害をもたらした。
　焼夷弾は手で消せるとか、すぐに防空壕から出て頑張れば火を消せるなどという政府の指示が全くの誤りであったことは、現実の空襲を目の当たりにすれば、明らかであった。
　さすがに、当時の政府や警察の要人からも、戦後に自己批判をこめた反省の弁が語られている。その例を以下にあげる。
（１）坂信弥（もと警視総監）による反省の弁
　　１９４４（昭和１９）年９月から１９４５（昭和２０）年６月まで警視総監の職にあった坂信弥は、東京大空襲を回想して、こう述べている。
　　「私はＢ２９が大挙襲来した場合は手のほどこしようがないことを知った。町では消火のためにはあくまでも踏みとどまることを前提として防火演習が続けられていたが、私は場合によっては都民に避難命令を出さなくてはならないと思っていた。」
　　「防火を放棄して逃げてくれればあれほどの死人は出なかっただろうに、長い間の防空訓練がかえってわざわいとなったのだ。また、私が思った通り、事前に退避命令を出すよう関係方面と協議していたら、あのように多くの犠牲者は出さずにすんだだろうに……」（甲Ｂ３０）。
　　警視総監であった者が、当時の防空義務が空襲被害を拡大したことを明確に述べているのである。
（２）防衛庁も批判した戦時体制
　　防衛省の幹部である氏家康裕氏は、空襲による大きい被害が生じた理由の一つとして、物資不足により民防空への資源配分が後回しにされたこととともに、「旧憲法下においては国民は主権者ではなく、その人権、生命・財産の保護は今日ほど重視されていなかったのではないか」と理由を述べている（甲Ｂ３１・２３頁）。
　　このように現在の防衛省の幹部も、国民に防空義務を課した戦時中の方針が、生命・財産の保護を重視しないものであったことを述べているのである。
（３）防空活動の義務付けが被害を拡大したのは周知の事実
　　政府が国民に対して正しい情報を与えずに誤った対処方法を伝えて防空義務を課したことが空襲被害の拡大につながったことは、上記のほか多数の書籍等によっても指摘されている。以下のように述べている書籍もある。
　　「どうにもならぬ大火災なら、逃げればよさそうなものだが、消火に努める身は第一線の勇士と同じで、たとえいかなる空襲があったにせよ、人びとが無断で居住地から退去したり、避難する自由はなかった。『防空法』によって固く禁じられていた。」、「国民は絶対に逃げることのできない防火義務が、法律として頭のなかにたたきこまれているのだった。」、「住居を守り抜こうという願いが強く、さらに隣組という組織と『防空法』の制約にしばられて、緊急時に逃げ遅れる例が多く出た」（甲Ａ１４・２４頁）。

６　小括

　　これまでみたことから明らかなとおり、防空義務を課され、都市からの退去を許されず空襲に遭わされた被害や、防空義務を課されたために逃げ遅れたことによる被害は、他国の攻撃により生じた被害というだけでなく、日本国政府が誤った国内政策をとったために生じた被害といえる。

そして、否応なしに空襲の最前線に立たされ、命を投げ出して消火活動を義務付けられた一般民間人は、その身体・生命に対する重大な危険性に直面していたという点で、軍人・軍属に比類するものである。
　　このような観点からして、原告らに対して、戦災被害の補償について軍人・軍属と異なる処遇をすべき合理的理由は到底見いだし難い。
第４　本書面のまとめ

１　先行行為に基づく条理上の作為義務は憲法上の要請であること

以上述べたように、原告らが受けた空襲被害は、決して回避しえなかった偶然の災害ではなく、多くの選択肢の中から政府が選択した政策の必然の結果として生じたものである。

　　むろん、言うまでもなく、原告らは、本訴において、過去の歴史の当否自体を問うものではない。

　　しかし、少なくとも、日本国憲法は、多くの国民の生命を奪い、また戦後長くその人生を苦しめた第二次大戦を「政府の行為」による「惨禍」と捉え（前文）、このようなことが二度と起きないよう決意したのである。

本書面において述べた、先行行為は、このような「惨禍」を招いた「政府の行為」の最たるものであって、日本国憲法の精神に根底から反するものである。

とすれば、このような先行行為を行った政府が、日本国憲法が施行された後も長年続く「惨禍」の痕跡を放置することが許されるはずがない。

すなわち、条理上、このような「惨禍」に遭遇した被害者、すなわち一般戦災者に対しても補償を行うべきことは、憲法が要請するところである。

　　しかるに、被告は、すでに日本国憲法の施行から６０年以上が経過した現在においてもなお、一般戦災者に対する補償の措置を講じていない。

　　このような被告の不作為は、条理上の作為義務違反を構成するのであって、被告の違法性は明らかというべきである。

　　なお、戦前の国策を先行行為として、国に条理上の作為義務を認めた判決として、中国残留孤児国家賠償請求についての平成１８年１２月１日神戸地裁判決は、以下のように，戦前の国の行為と日本国憲法の関係を適切に述べる。

「戦後の憲法が立脚する価値観に立って見たとき，戦闘員でない一般の在満邦人を…無防備な状態に置いた政策は，自国民の生命・身体を著しく軽視する無慈悲な政策であったというほかない。したがって，憲法の理念を国政のよりどころとしなければならない戦後の政府としては，可能な限り，無慈悲な政策によってもたらされた自国民の被害を救済すべき高度の政治的な責任を負うものと考えなければならない。」

そして、このような判断を前提に中国残留孤児に対する国の施策の違法性を導いているのである。

２　軍人軍属等に対する補償に比して不合理な差別であること

しかも、被告国は、このような被害者のうち、軍人軍属等には補償を行っているが、そのような差別的取扱いに何ら合理的な理由がないことも前述のとおりである。

すなわち、戦時中、被告は国民に対して、「軍官民共生共死の一体化」を唱え、軍人と同様生命をかけて戦争を戦い抜くことを押し付けた。実際、被告は、空襲があっても逃げることを国民に禁じていた。

このような状況からするならば、軍人と一般国民（民間人）とで補償措置の有無について区別を設ける理由はまったくない。

立法不作為の違法性は、この点からも基礎付けられるのである。

以　　上

PAGE  
ii

